
改定の概要

●診療報酬改定のスキーム
●令和 2 年度診療報酬改定の基本的考え方
●令和2年度診療報酬改定率

● ●基本的な考え方（日歯）
●各世代における長期管理の重要性
●日本歯科医師会の改定基本方針

● ●令和2年度診療報酬改定への意見について（歯科）
• ●中医協答申書（歯科関係抜粋）
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診療報酬改定のスキーム
●社会保障審議会医療保険部会、医療部会において策定された

基本方針 (2019.12.10) に基づき

< 
●予算編成過程を通じて、内閣が決定した

改定率 (2019.12.17) を前提として

< 
●厚生労働大臣からの

諮問書 (2020.1.15) のもと中医協において、

議論の整理 （現時点の骨子） を作成、

< 
●具体的な診療報酬点数の設定に係る審議を行い、

答申書 (2020.2.7) が決定、

< 
●二月中旬から下旬にかけて、通知等取扱を検討、

改定関係資料 (2020.3.5) 、 記載要領 (2020.3月中旬）を公表予定

< 
●その後取扱いについて、 疑義解釈発出

1 改定の概要 4| 

令和 2年度診療報酬改定の基本的考え方

改定の基本的認識：

►健康寿命の延伸、人生100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現

►患者・国民に身近な医療の実現

►どこに住んでいても適切な医療を安心して受けられる社会の実現、医師等の働き方改革の推進

►社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済•財政との調和

改定の4つの視点：

1. 医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進【重点課題】

2. 患者・国民にとって身近であって、安心•安全で質の高い医療の実現

3. 医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進

4. 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

→歯科においては、「口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、

生活の質に配慮した歯科医療の推進」

→引き続き、国民の健康寿命の延伸とQOLの改善に寄与する
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令和2年度診療報酬改定率
（）内は前回

診療報酬 11躙咽鳴" +0.55% (+ 0.55% ) 
※っち、消費税財源を活用し、救急病院勤務医研動き方改革として、 0.08%

｛ 医科 + 0 .53% (+ 0.63% ) 
0.47 % 歯科 + 0.59% (+0.69%) 

調剤 + 0.16% (+ 0.19%) 

薬価改定 置”"罰欝謂 • 0.98% 
※うち、実勢価格改定 • 0.43% （国費▲ 500億円程度）

※市場拡大再算定の見直し等の効果を含めた影響▲0.99%

材料価格改定 ．鵞躙隅濯 • 0.02o/o 
※うち、実勢価格改定 • 0.01% （国費▲ 10億円程度）

※なお、いわゆる大型門前薬局等に対する評価の適正化は今回はなし

(• 1.36%) 

(• 0.09%) 

※全体改定率 置S欝罰欝躙 • 0.45rv0.46% (• 1.19%) 
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基本的な考え方

・健康寿命の延伸、人生100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実
現が令和 2 年度診療報酬改定の基本方針に掲げられており、その実現の
基盤は「健康」であり、歯科医療の果たす役割や責務は大きい。

・ライフステージに応じた口腔疾患の予防や長期管理等による重症化予防
および口腔機能の維持・向上を「かかりつけ歯科医」が中心に提供するこ
とで、国民の健康および安全•安心な生活に資する。

・超高齢社会において増加する、要介護者や様々な疾患を抱える高齢者I\
の歯科医療および口腔健康管理、口腔機能低下への対応等を通じ、
QOLの改善と健康寿命の延伸を目指す。

・重点課題の医療従事者の負担軽減並びに医師の働き方改革の推進にお
いても、 医科歯科連携をさらに推進することにより、その役割を果たすものと
考える。
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I かかりつけ歯科医を中心とした、 予防と治療が一体となった定期的な継続管理が重要 I
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日本歯科医師会の改定基本方針
（厚労省の基本方針案に合わせた整理）

基本認識（厚労案） 具体的方向性 令和2年度改定意見の項目 日歯検討事項

厄口腔疾患の継縞管理・重症化予防

②口腔機籐維持向上への対応

健康寿命の延伸、人生100 かかりつけ歯科医機能 ®医科医讀機関との運携推進
1. 初・再診料や既存技術の評価

拝時代に向けた「全世代型 の更なる評価
社会保障の実現」 ④質の高い在宅歯科医療の更なる雛遣

2. かかりつけ歯科医機能の推進

⑤医療遅携、多職種連携、増域運携の雛道

3. 質の高い在宅医療⑬佳進

⑧病院との連携推進

医師等の働き方改革の推進
医科歯科連携の推進 ⑦眉術期等口腔機能管理の雛進

4 . 新たな病名・検査項目の導入

⑲携歯の科強釦化砺と病院歯科の機能分化・運 5 . 予防概念や口腔健康管理への
対応

⑨基本診讀糊の引き上げ , 

®安全•安心で良質な菌科医療の充実 6. 新規技術の保険収載促進

『斗°医L療向の上提を供目指した歯
患者・国民に身近な医療の 徊歯科固有の技術に対するあるべき評価 7. オンライン診療やICT技術への

戻現 対応
囮新技術、新規医療機器の保験収載促進
と週切な評僅

届障害児（者）や妊産婦、認知症等患者
への歯科医療の充実



1 改定の概要 9 

令和2年度診療報酬改定への意見について（歯科）
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---- かかりつけ歯科医機能
①長期管理の推進、歯管の2月ルール撤廃等
②口腔機能に係る管理の独立、口唇閉鎖力
検査等新検査収載、舌圧検査期間短縮等
③生活習慣病管理料の療養計画書の様式に
歯科受診に関する記載欄を追加

④歯在管（歯援診以外）の引き上げ等
⑤退院時共同指導等のビデオ会議等ICT活用

|医科歯科連携，
⑥非経口摂取者への剥離上皮膜除去の新設等
⑦周術期等の医科病院から歯科予約に係る
評価等

⑧歯科麻酔管理料の新設等

, QOL向上を目指した歯科医療 二、・←
⑨スタッフ研修を含めた初・再診料の引き上け
⑩外来環の衛生士要件の見直し等
⑪スケーリングや感染根管処匿等の引き上げ
⑫レジンコーティング法、筋電計等
⑬小訪問口腔リ八へのNST加算の新設や
情mの辺入等
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中医協答申（歯科関係抜粋）

◇歯科関係項目◇
II 患者・国民にとって身近であって、安心•安全で質の高い医療の実現

II-3 地域との連携を含む多職種連携の取組の強化

⑨周術期等専門的口腔衛生処置等の見直し

II-4 重症化予防の取組の推進

④歯科疾患管理料の見直し ⑤歯周病重症化予防の推進

II-7-6 感染症対策、薬剤耐性対策の推進

③歯科外来診療における院内感染防止対策の推進

II-9 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した
歯科医療の推進

①歯科外来診療における院内感染防止対策の推進(※) ②歯科疾患管理料の見直し（※）

③歯周病重症化予防の推進(※) ④ライフステージに応じた口腔機能管理の推進

⑤非経口摂取患者に対する口腔管理の推進

⑥広範囲顎骨支持型装置埋入手術の要件の見直し⑦静脈内鎮静法の評価の見直し

⑧歯科麻酔管理料の新設 ⑨機械的歯面清掃処置の充実

⑩ CAD/CAM冠の対象拡大 ⑪手術用顕微鏡を用いた治療の評価

⑫歯科診療における麻酔の算定に係る評価の見直し

⑬歯科固有の技術の評価の見直し等 （※）は重複項目をあらわす。

一一
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中医協答申（歯科関係抜粋）

一一璽
◇歯科関係項目◇

m 医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進

直ー 3 質の高い在宅医療・訪問看護の確保

⑱栄養サポートチーム等連携加算の見直し

m-4 地域包括ケアシステムの推進のための取組の評価

⑨周術期等口腔機能管理における医科歯科連携の推進

⑩周術期等専門的口腔衛生処置の見直し（※）

直ー 5 医療従事者間・医療機関間の情報共有・連携の推進

③周術期等口腔機能管理における医科歯科連携の推進（※）

（※）は重複項目をあらわす。

基本診療料

初・再診料

●初診料(+ 10点）、再診料 (+2点）の引き上げ

●歯科外来診療における院内感染防止対策の推進（職員に対する院内研修等）

●歯科外来診療環境体制加算の施設基準の見直し

●明細書無料発行の推進として、公費負担医療に係る給付により自己負担がない患者に対し
ても、正当な理由がある場合でも患者からの求めがあれば明細書発行を義務とする (2年間の
経過措置）

12 



第1章墓本診療料第1部初・再診料

AOOO 初診料 ｀＇纏 」け要施設基準 I

改定前 改定後

1 歯科初診料 251点 ょふ•*；10 1 歯科初診料 261点

A002 再診料
改定前 改定後

1 歯科再診料 51点 :：ぷ·:＋2点¢‘ 1 歯科再診料 53点

初・再診料の施設基準等

第 2 の 7 歯科点数表の初診料の注 1 に規定する施設基準
(1) 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理を徹底す
る等十分な院内感染防止対策を講じていること。
(2) 感染症患者に対する歯科診療に対応する体制を確保していること。
(3) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る研修を 4年に 1 回以上、定期的に受講している常勤の歯科医師が
1 名以上配置されていること。
4) 職員を対象とした院内感染防止対策にかかる標準予防策等の院内研修等を実施していること。
(5) 当該保険医療機関の見やすい場所に、院内感染防止対策を実施している旨の院内掲示を行っていること。
(6) 年に 1 回、院内感染対策の実施状況等について、様式 2 の 7 を用いて地方厚生（支）局長に報告していること。
(7) 令和 2 年 3 月 31日において、現に歯科点数表の初診料の注 1 の届出を行っている保険医療機関については、
令和 2 年 6 月30日までの閻に限り、 1 の (4) の基準を満たしているものとみなす。

2 届出に関する事項
(1) 歯科点数表の初診料の注 1 に規定する施設基準に係る届出は、別添 7 の様式 2 の 6 を用いること。
(2) 当該届出については、 届出にあたり実績を要しない。ただし、様式 2 の 7 により報告を行うこと。

第1章墓本診療料第1部初・再診精
“ 

円則
) (7) 及び (8) にかかわらず、次に掲ける場合は、初診として取り扱わない。

イ欠損補綴を前提とした抜歯で抜歯後印象採得まで 1 月以上経過した場合
ロ歯周疾患等の慢性疾患である場合等であって、明らかに同一の疾病又は負傷に係る診療が継続している邑釦E
される場合

初再診料の変遷

«初診料»

医科 歯科

«再診料»

医科 歯科

平成 24年 4月

26年 4月

28年 4月

30年 4月

10月

令和元年10月

270 

282(12) 

218 

234(16) 

69 
72(3) 

42 
l 

45(3) 

令和 2年 4月

）内は平成26年4月からの消費税率 8％への引上げこ伴う対応分

282 234 72 45 

282 234 72 45 

282 237 72 48 

288 (6) 251 (1汀 ―• 73 (1) ― 51石） I
( ）内は令和元年10月からの消費税率10％への引上けに伴う対応分

288i 261| 7353  

I ・歯科外来診療における院内感染防止対策の推進 9'ｷqi 



第1章基本診療料第1部初・再診料

I 医療法及び省令等における院内感染対策に関する職員研修に係る規定 l 

〇医療法
第六条の十二病院等の管理者は、前二条に規定するもののほ
か、厚生労働省令で定めるところにより、医療の安全を確保する
ための指針の策定、 従業者に対する研修の実施その他の当該病
院等における医療の安全を確保するための措置を講じなければな
らない。

〇医療法施行規則
第一条の十一
2 病院等の管理者は、前項各号に掲げる体制の確保に当た

つては、次に掲げる措置を講じなければならない（ただし、第四号
については、特定機能病院及び臨床研究中核病院（以下「特
定機能病院等」という。）以外の病院に限る。）。
一院内感染対策のための体制の確保に係る措置として次に

掲けるもの（ただし、口については、病院、患者を入院させるための
施設を有する診療所及び入所施設を有する助産所に限る。）

イ院内感染対策のための指針の策定
ロ院内感染対策のための委員会の開催
八従集者に対する院内感染対策のための研修の実施
二当該病院等における感染症の発生状況の報告その他の

院内感染対策⑬佳進を目的とした改善のための方策の実施

0良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等
の一部を改正する法律の一部の施行について（各都道府県知
事あて厚生労働省医政局長通知医政発第0330010号平成19年3
月 30 日）

第 2 医療の安全に関する事項
2 医療施設における院内感染の防止について
(1) 病院等における院内感染対策について
③従業者に対する院内感染対策のための研修
平成28年改正省令による改正後の医療法施行規則第 1 条の

11第 2 項第 1 号ハに規定する従業者に対する院内感染対策のための
研修は、院内感染対策のための基本的考え方及び具体的方策について、
当該研修を実施する病院等の従業者に周知徹底を行うことで、個々の
従業者の院内感染に対する意識を高め、業務を遂行する上での技能や
チームの一員としての意識の向上等を図るものであること。

当該病院等の実清に即した内容で、職種横断的な参加の下に行
われるものであること。

本研修は、病院等全体に共通する院内感染に関する内容につい
て、年 2 回程度定期的に開催するほか、必要に応じて開催すること。また、
研修の実施内容（開催又は受講日時、出席者、研修項目）について記
録すること。ただし、研修については、患者を入所させるための施設を有し
ない診療所及び妊産婦等を入所させるための施設を有しない助産所につ
いては、当該病院等以外での研修を受講することでも代用できるものとし、
年 2 回程度の受講のほか、必要に応じて受講することとすること。

第1章基本診療料第1部初・再診料 . 
■罷屈罰遍 ■隅，·

荻犬 2 の 6

歯科点数表の初診料の注 1 に係る施設茎準に係る届出書添付書類

1 当該保険医疫機関の滅菌の体制について

概 妻

滅薗体制
1 診：痘室内に設ごした滅菌器を使用

2 中央滅薗部門において滅薗 （綱院の場合に限る）
（該当する番号に0)

3 外部の婁者において滅菌 （業者名 ： ) 

1 に該当する場合は以下の事項について記載

医療機器届出番号

滅菌器 製品名

製遺販売婁者名

滅菌器の伎用回数
1 1 日 1 回 2 1 日 2 回

3 1 日 3 回以上 5 回未満 4 1 日 5 回以上

2 当該保陰医療揖関の平均患者数の実緒 （該当する番号に0)

1 概要

ふ：：If'：?：．数患者1 i i[：竺：悶：： : i ［三；：：：：：
※ 新環開設のため、実訊がない湯合は省略して茎し支えない． この場合において、翌年度の 7 月

に当該様式により実績について雇出すること ．

3 当該保険医憬機関の保有する機器について

機諄名 1 概 要
歯科用ハンドビース

（歯科診療室用機器に限る）
保有数 本

言科用ユニット数 保有数 台

※ 菌科用ハンドビースの偉有数の糧には以下の一般的名称である櫨彗の燥有数の合計を記載する

こと ． 鑽科用ガス圧式ハンドピース｀編科用言動式ハンドピース．ストレート ・ギアー ドアング

ルハンドビース 、 111科用空気駆動式ハンドビース

4 常動菌科医師の院内 1:i!染防止対策に関する研修の受綱胚奪

受講者名 1 研修名 1 受鵡年月日 l 当該田奮会の主催者
（常勤歯科医師名） （テーマ ）

様式 2 の 7

歯科点数表の初診料の注 1 の施設基準に係る報告書 ( 7 月輯告）

1 当該保該医薇機関の平均患者数及び滅菌体制の実桜 （該当する番号に0}

概要

1 日平均患者数 1 10 人未溝 2 10 人以上 20 人未満

（展出前 3 ヶ月間） 3 20 人以上 30 人未溝 4_ 30 人以上 40 人未漠

5 40 人以上 50 人＊湛 6 50 人以上

滅菌体制 1 診療室内に設置した滅菌鵠を使用

（該当する番号に0) 2 複数の診窯科で共有する中央滅菌部門において滅菌

3 外部の集者において滅菌 （集者名： ) 

「 1 診療室内に設置した滅菌騒を伎用」に該当する場合は以下について記載

滅菌の体制について 9 9 日 1 回 2 1 日 2 回

( 1 日あたりの滅薗 3 1 曰 3 回以上 5 回未湛 4. 1 日 5 回以上

の実施回数）

2 当該保該医霰機関に設四されている歯科用ハンドピース・ユニットの保書状況

機器名 1 概憂
菌科用ハンドビース 1 保有数

（歯科診窯室用機器に限る）

歯科用ユニット数 1 保有数
※繭科用ハンドビースの保育数の憫には以下の一般的名称の機器の偉青数の合計を記載するこ

と ． 営科用ガス圧式ハンドビース、 歯科用電動式ハンドビース、ストレート・ギアー ドアングル

ハンドビース、歯科用空気駆勤式ハンドビース

3 常動歯科匿師の院内感染防止対策に関する研修の受訊歴等 (4 年以内の受講について記

入すること ）

受講年月日 I 当該研修会の主催者

※4 年以内の受講を確認できる文書を添付すること ．

※研修の修了証等により内容を確認できる場合は受鵡者名以外の記叡を省略して蓬し支えなし

い （雇用している尊員がいない場

を実施した （実施内春等を下表に

口院外研修

［記入上の注意］

〇 当該届出の変更を行う際は、変更に係る項目のみの届出で差し支えないこと ．

口環境整儡

口虞集感染防止
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歯科外来診療環境体制加算の施設基準の見直し I 要施設基準 I

歯科外来診療環境体制加算 1 に関する施設基準

改正前

工歯科衛生士が 1 名以上配匹されていること

• 
改定後

工歯科医師が複数名配置されていること又は歯
科医師及び歯科衛生士がそれぞれー名以上配
置されていること。

―"露.. 
4 

菌科外来診喪環墳体制加算 1 ヽ

菌科外来診疫環境体割加算 2
の栢設基準に係る届出書添付書類

ノ
編出を行う泡設基準 （該当するものに0を付けるこ と ）

1 

. 
教亀葺生キット

鱗柑屠攣31鑢置

その飽

敦宵Uilllllll

の主饉者

皿
5 匿鑑事故、インシデント響を韓告・分析し、その改善稟を実葛する体鯛

受遭書号 ： i囀罰診）
の閏纏状況

＂修の閲籠状況

第1章墓本診療料第1部初・再診料

明細書発行の推進

明細書が果たすべき機能やそれらの発行業務の実態を踏まえ、公費
負担医療に係る給付により自己負担がない患者（全額公費負担
の患者を除く。）について、診療所における明細書発行に係る要件
を見直す。

■駐E紐閏団請■
1. 診療所において、公費負担医療に係る給付により自己負担がない
患者（全額公費負担の患者を除く。）について、正当な理由がある場
合でも、患者からの求めがあったときには、明細書発行を義務とする。

2. 一部負担金の支払いがない患者に対応した明細書発行機能が付

;iむ＇ぷ迄望芹溢篇;号-i?？g温=塁りざ99。
く保険医療機関及び保険医療養担当規則＞

改定前 改定後

【平成28年度改正省令附則】 【平成28年度改正省令附則】
［経過措置］ ［経過措置］
第三条新療担規則第五条の二の二第一項に規定する 第三条新療担規則第五条の二の二第一項に規定する保
保険医療機関又は第二条の規定による改正の保険薬局 険医療機関又は第二条の規定による改正の保険薬局及び
及び保険薬剤師療養担当規則（以下「新薬担規則」とい 保険薬剤師療養担当規則（以下「新薬担規則」という。）
う。）第四条の二の二第一項に規定する保険薬局において、

⇒ 
第四条の二の二第一項に規定する保険薬局において、新

新療担規則第五条の二の二第一項又は新薬担規則第 療担規則第五条の二の二第一項又は新薬担規則第四
四条の二の二第一項の明細書を常に交付することが困難 条の二の二第一項の明細書を常に交付することが困難であ
であることについて正当な理由がある場合は、新療担規則 ることについて正当な理由がある場合は、新療担規則第五
第五条の二の二第一項又は新薬担規則第四条の二の二 条の二の二第一項又は新薬担規則第四条の二の二第一
第一項の規定にかかわらず、平成三十年三月三十一日ま 項の規定にかかわらず、平成三十年三月三十一日までの
での間（診療所にあっては、当面の間）、新療担規則第五 間（診療所にあっては、当面の間）、新療担規則第五条の二
条の二の二第一項又は新薬担規則第四条の二の二第一 の二第一項又（胡斤薬担規則第四条の二の二第一項の明
項の明細書を交付することを要しない。 細書を患者から求められたときに交付することで足りるもの

とする。
※高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養
の給付等の取扱い及び担当に関する基準についても同様。
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特掲診療料

医学管理等

●歯科疾患管理料の初診日の属する月の見直し ・(-20点）と初診日の属する月から起算して6月を超
える長期管理加算の新設(+ 100点、＋120点）
●歯科疾患管理料の2月ルールの撤廃
●小児口腔機能管理料 (100点）、口腔機能管理料 (100点）の歯管の加算からの独立
●周術期等口腔機能管理料 (m) の引き上げ(+ 10点）

19 

●歯科特定疾患療養管理料の引き上げ (+20点） 、
●周術期等連携に関する、医科医療機関から歯科医療機関に直接予約を行った上での診療情報提供料
(I) に係る歯科医療機関連携加算 2 の新設 (100点）
●診療情報提供料 (m) の新設 (150点）

| • 第2章特掲診療料第1部医学管理等 1 ｷ. ｷ20-

B000-4 歯科疾患管理料

三］ 改定後
歯科疾患管理料 ・》 歯科疾患管理料

100点 初診月 80点
翌月以降 100点＋長期管理加算 （初診月から6月を超えた月）

か強診 120点
か強診以外 100点

冨

＜告示＞
注 1 1 回目の歯科疾患管理料は、継続的な歯科疾患の管理が必要な患者に対し、当該患者又はその家族等（以
下この区分醤号部において「患者等」という。）の同意を得て管理計画を作成し、その内容について説明を行った場合
に、初診日の属する月から起算して 2月以内 1 回に限り算定する。 なお、初診日の属する月に算定する場合は、所
定点数の100分の80に相当する点数により算定する。

ムヒ＇ ムヒ；

ムヒ ムヒ

注12 初診日の属する月から起算して 6 月を超えて歯科疾患の管理及び療養上必要な指導を行った場合は、長期
管理加算として、次に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。
イかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の場合 120点
ロイ以外の保険医療機関の場合 100点
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— 初診月 I 2 月目 3 月目 4月目 5月目 6月目 7月目 8月目

バタ1ーン 1 歯管80点 歯管100点
歯管100点 歯管100点

歯管100点 歯管100点 歯管100点 歯管100点 ＋長期管理 ＋長期管理
J+-F 洗40点

加算100点 加算100点

バタ2ーン 1
歯管100点 歯管100点

I 歯管 \ I 歯管 1 歯管100点 1 歯管100点 I I 歯管100点 1 ＋長期管理 ＋長期管理
算定無し 算定無し ＋文10点 ＋文10点 歯管100点 ＋文10点加算100点 加算100点

＋文10^ ＋文10点

歯管100点 歯管100点

歯管 I 歯管し＼ I 歯管 ょ社と夕巨； 歯管 1 十長期管理 ＋長期管理
算定無し 算定無 算定無し 算定無し 算定無し 加算100点 加算100点

＋文10点 ＋文10点

歯管80点 歯管100点 歯管100点
＋初期う蝕260点

歯管100点 歯管100点 歯管100点
＋長期管理 長期管理

＋文10点 加算120点 0算120点
＋総医so点 ＋文 0点

3 ヶ月目からの算定も可能に •長期管理加算の起点は「初診月」
・文書提供加算も算定可

加算点数は100/100 ・治療経過及び口腔の状態を踏まえ、今後
の口腔管理に当たって特に留意すべき事項
を患者等に説明し、要点をカルテ記載

＿章ご二：ごこ合理、...... 
別縁様式 1 . 渭紐撮式 2

初回用 ~-`凸伍•'科疾患管環料に係る管環計國書
年月日 ・科痕患讐珊料に繹る讐lltt●書

纏緩用

年月 8

愚者氏名

［基罐疾患】 0高血圧症 〇心血讐疾患 0田吸曇疾患 口糧犀綱 口骨粗鯰在
ロその他（

＂旦 薬J 口撫 0青 （藁剤の種類・藁剤名
［生活留慣】 口環煙 口その飽 （
【その他】 （

［ 口誼内の状況】 `”[. 
,̀
T̀ 

［曾や自肉の状患J
411:1以上の糟層ポケット ロ賓口蝙
●の動揺 口賓口●

・曾肉の●れ □賓 □需
ブラーク・薗石の付着状況

口多い □少ない口●
口賓口雛

患書氏名

［口腔内の状況］

口薗闊きの誓慣 〇菌ブラシ・ フロス・薗間ブラシの使用
口嗅煙詈慣 口貪詈慣の改善 （飲料物の旨慣・ 間貪の詈慣）

改善目標事項 口口腔機能の改善・獲得
0その他 (

治喪の予定

口むし曾 （つめる・冠・根の治療） ロブリッジ 0羞曽
口曾肉炎・曾l11炎の治療

口その他 （

`"[. 
上
／
・
隻

2

［糟や曾閃の状鱈J
“•以の曾層ポケットロ賓口霞
薗の動撼 口賓〇艤
．饂虞の■れ口賓 □●
ブラーク・樽石の付着状況
口多い □少ない口慧

【むし書J □賓口撫
［その他】 （

［口堕機艶の問題J 口●

ロロ鰹膏生状霞 ロ口鰹乾爆 口咬合カ

口舌口●遍鯰懺鯰 0舌圧 口咀鴫懺餡
ロ鴫下櫨籠
［小児口駐機饒の問題］ 0鱗
口咀悶櫨能 0疇下機艶 口食行勤

口構晉檀態 口東養 口その飽

【その他•特記事項J

これまでの治壼

口むし書の治嚢 （つめる・冠 ・ 檀の治聾） 0 プリ ッ ジ ロ1l菖
ロ言肉炎 ・ 言層炎の治憲

口その飽

口虐塵きの誓● 口鬱プラシ・フロス ・ 酋闇ブラシの伎用
〇喫爆誓慣 口貪詈慣の改善 （飲料物の誓慣・ 闇食の誓慣 ）

これからの改●目橿 1 ロロ腔纏熊の改●・覆得
口その他

治療の予定

※ むし薗
※ fi1でも鴫んで食ぺられると栄養バランスの良い食生活につながります．
※ 口鰹の儘戴管環が全身の●●讐環につながります．

この治覆の予定は治療開始誇の方針であ り 、冥霰の治痩内容や遍み方によ り ．賣更することがあります．

匿豊・圃名
（担当芭科医緬）

. 
こ環姶疫の予定は実瞬の治震内害や道み方により．変更する こ と があ り ます．

匿震・属名
（担当言科匿闘）
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B000-4 歯科疾患管理料

＜告示＞
注 1 1 回目の歯科疾患管理料は、継続的な歯科疾患の管理が必要な患者に対し、当該患者又はその家族等（以下この区分番号
部において「患者等」という。）の同意を得て管理計画を作成し、その内容について説明を行った場合に、初診日の混する月から起算して 2
月以内 1 回に限り算定する。 なお、初診日の属する月に算定する場合は、所定点数の100分の80に相当する点数により算定する。

ゃ ムヒ仁

ム ムタな

注12 初診日の属する月から起算して 6 月を超えて歯科疾患の管理及び療養上必要な指導を行った場合は、長期管理加算として、次
に掲げる点数をそれぞれ所定点数に加算する。
イかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の坦合 120点
ロイ以外の保険医療機関の場合 100点

く留意事項通知＞
(1) 歯科疾患管理料とは、継続的管理を必要とする歯科疾患を有する患者（有床義歯に係る治療のみを行う患者を除く。）に対して、口
腔を一単位（以下「 1 口腔単位」という。）としてとらえ、患者との協働により行う口腔管理に加えて、病状が~善した歯科疾患等の再発防止
及び重症化予防を評価したものをいう。 、心 ん← —-ノ日 、 日ム込一

録には、説明した内容の要点を記載する。
(2) 1 回目の歯科疾患管理料は、患者等の同意を得た上で管理計画を作成し、その内容について説明した場合に算定する。また、診療
録には説明した内容の要点を記載する。なお、 「注 1 」に規定する管理計画は、患者の歯科治療及び口腔管理を行う上で必要な基本状
況（全身の状態、基礎疾患の有無、服薬状況、喫煙状況を含む生活習慣の状況等）、口腔の状態（歯科疾患、口腔衛生状態、口腔機
能の状態等）、必要に応じて実施した検査結果等の要点、治療方針の概要等、歯科疾患の継続的管理を行う上で必要となる情報をいい、
当該患者の状態に応じた口腔管理を行うに当たって、必要な事項等を診療録に記載する。 なお、 100分の80に相当する点数により算定
する場合において、注8から注11までに規定する加算は、 100分の80に相当する点数にそれぞれの点数を加算する。
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(3) 。 2 回目以
降の歯科疾患管理料は、管理計画に基づく継続的な口腔管理等を行った場合に算定し、診療録にその要点を記載する。なお、当該管理に
当たって、管理計画に変更があった場合（「注 8 」、「注 10」又は「注 11」までに規定する加算に係る管理計画も含む。）は、変更の内容を診
療録に記載する。また なお 、 1 回目に患者の主訴に関する管理を開始し、 2 回目以降にその他の疾患も含めた管理を行う場合や新たな検
査を実施する場合は、検査結果も含め管理計画の変更点を患者等に対して説明する。この場合において、当該月より改めて 1 口腔単位での
管理を開始する。

""+_e.-6、ヽ

加箕に係る管理計画も含む。）は、変更の内容を診療録に記載する。
( 6 子）区分番号 B000-6に掲げる周術期等口腔機能管理料(I)、区分番号 B000-7に掲ける周術期等口腔機能管理料(]I)、区分
番号 B000-8に掲げる周術期等口腔機能管理料（皿）、区分番号 B002に掲げる歯科特定疾患療養管理料、区分番号 COOl-3に掲げ
る歯科疾患在宅療養管理料、区分番号COOl-5に掲げる在宅患者訪問口腔リ八ビリテーション指導管理料、区分番号C001-6に掲ける
小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料又は区分番号 N002に掲げる歯科矯正管理料を算定した患者は、 「注 1 」及び「注
2 」の規定にかかわらず、 周術期等口腔機能管理料等を算定した日の属する月の翌月以降から歯科疾患管理料を算定できる。この場合に
おいて、管理計画を作成して患者等に説明する。

仁，，、

は、診療録にその要点を記載する。
(7 --9-) 歯科疾患管理料は、区分番号 B013に掲げる新製有床義歯管理料若しくは 又は 区分番号HOOl-2に掲げる歯科口腔リハビリ
テーション料1( 「 1 有床義歯の場合」に限る。）を算定している患者（有床義歯に係る治療のみを行う患者を除く。）に対して当該歯科疾患管
理を行った場合又は口腔機能低下症若しくは口腔機能発達不全症の患者に対して口腔機能の回復又は維持・向上を目的として医学管理
を行う場合若しくは正常な口腔機能の獲得を目的として医学管理を行う場合は当該管理料をほ算定できる。 なお、口腔粘膜疾患等（「特掲
診療料の施設基準等」の別表第四歯科特定疾患療養管理料に規定する疾患に掲げる疾患を除く。）を有している患者であって、現に当該歯
科疾患に係る治療（有床義歯を原因とする疾患に係る治療を除く。）又は管理を行っている場合は算定できる。
(14 玲）「注10」のエナメル質初期う蝕管理加算を算定した月は、「注 8 」に規定する加算、区分番号 I 029-2に掲ける在宅等療養患者
専門的口腔衛生処湮、区分番号 I 030に掲げる機械的歯面清掃処置、区分番号 I 030-2に掲げる非経口摂取患者口腔粘膜処置及
び区分番号 I 031に掲げるフッ化物歯面塗布処匿は算定できない。
(17) 「注12」の長期管理加算は、歯科疾患の重症化予防に資する長期にわたる継続的な口腔管理等を評価したものをいう。当該加算を
初めて算定する場合にあっては、当該患者の治療経過及び口腔の状態を踏まえ、今後の口腔管理に当たって特に留意すべき事項を患者等に
説明し、診療録には、説明した内容の要点を記載する。
(19) 口腔機能の発達不全を認める患者（略） ( 20) ( 21) 

“• ~、
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B000-4-2 小児口腔機能管理料
冨

改定前

歯科医疾患管理料
小児口腔機能管理加算 100点

（加算から移行） 改定後

小児口腔機能管理料 100点

l •哺乳完了前の口腔機能発達不全の管理（検査様式の追加）
·———— 

B000-4-3 口腔機能管理料

改定前

歯科医疾患管理料
口腔機能管理加算 100点

（加算から移行） 改定後

口腔機能管理料 100点

一B000-4-2 小児口腔機能管理料
＜告示＞

注 1 区分番号B000-4に掲げる歯科疾患管理料又は区分番号B002に掲げる歯科特定疾患療聾管理料を算定した患者であって、口腔
機熊の発達不全を有する15歳未満の小児に対して、口腔機能の獲得を目的として、当該患者等の同意を得て、当該患者の口腔機能評価
に基づく管理計画を作成し、療蓑上必要な指導を行った場合に、月 1 回に限り算定する。
注 2 入院中の患者に対して管理を行った場合又は退院した患者に対して退院の日の属する月に管理を行った場合における当該管理の費用
は、第 1 章第 2 部第 1 節、第 3 節又は第 4 節の各区分の所定点数に含まれる。ただし、歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う
保険医療機関の歯科診療以外の診療に係る病棟に入院中の患者又は当該病棟を退院した患者については、この限りでない。
注 3 小児口腔機熊管理料を算定した月において、区分番号B000-6に掲ける周術期等口腔機能管理料(I)、区分番号B000-7に掲げ
る周術期等口腔機能管理料(II)、区分番号B000-8に掲げる周術期等口腔機能管理料(m)、区分番号COOl-3に掲げる歯科疾患在
宅療養管理料、区分番号COOl-6に掲ける小児在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料及び区分番号N002に掲げる歯科矯正
管理料は、算定できない。

く留意事項通知＞
(1) 小児口腔機能管理料とは、 15歳未満の口腔機能の発達不全を認める患者に対して、正常な口腔機能の獲得を目的として行う医学管理
を評価したものをいい、関係学会の診断基準により口腔機能発達不全症と診断されている患者のうち、評価項目において 3項目以上に該当する
小児に対して、継続的な指導及ひ~管理を実施する場合に当該管理料を算定する。当該管理を行うに当たっては、関係学会より示されている
「「口腔機能発達不全症」に関する基本的な考え方」（令和2年3月日本歯科医学会）を参考とすること。
(2) 当該管理料を算定するに当たっては、口腔機能の評価及び一連の口腔機能の管理計画を策定し、患者等に対して説明するとともに、当該
管理計画に係る情報を文書により提供し、提供した文書の写しを診療録に添付する。また、当該管理を行った場合においては、指導・管理内容を
診療録に記載し、又は指導・管理に係る記録を文書により作成している場合においては、当該記録又は若しくはその写しを診療録に添付すること。
(3) 患者の成長発達に伴う口腔内等の状況変化の確認を目的として、患者の状態に応じて口腔外又は口腔内カラー写真撮影を行うこと。写真
撮影は、当該管理料の初回算定日には必ず実施し、その後は少なくとも当該管理料を 3 回算定するに当たり 1 回以上行うものとし、診療録に
添付又はデジタル撮影した画像を電子媒体に保存・管理する。
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B000-4-3 口腔機能管理料 冨
＜告示＞

注 1 区分番号 B000-4に掲ける歯科疾患管理料又は区分番号 B002に掲げる歯科特定疾患療養管理料を算定した患者であって、口腔
機能の低下を来しているものに対して、口腔機能の回復又は維持を目的として、当該患者等の同意を得て、当該患者の口腔機能評価に基
づく管理計画を作成し、療養上必要な指導を行った場合に、月 1 回に限り算定する。
注 2 入院中の患者に対して管理を行った場合又は退院した患者に対して退院の日の属する月に管理を行った場合における当該管理の費用
は、第1章第 2 部第 1 節、第 3 節又は第 4 節の各区分の所定点数に含まれる。ただし、歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保
険医療機関の歯科診療以外の診療に係る病棟に入院中の患者又は当該病棟を退院した患者については、この限りでない。
注 3 口腔機能管理料を算定した月において、区分番号 B000-6に掲げる周術期等口腔機能管理料(I)、区分番号 B000-7に掲ける
周術期等口腔機熊管理料(II)、区分番号 B000-8に掲げる周術期等口腔機能管理料(m)、区分番号 C001-3に掲げる歯科疾患在宅
療養管理料、区分番号COO1-5に掲げる在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料及び区分番号 N002に掲げる歯科矯正管理
料は、算定できない。

く留意事項通知＞
(1) 口腔機能管理料とは、 65歳以上の歯の喪失や加齢、これら以外の全身的な疾患等により口腔機熊の低下を認める思者に対して、口腔機
能の回復又は維持・向上を目的として行う医学管理を評価したものをいい、関係学会の診断基準により口腔機能低下症と診断されている患者の
うち、咀咽機能低下（区分番号 0011-2に掲げる咀咽能力検査を算定した患者に限る。）、咬合力低下（区分番号 0011-3に掲げる咬合圧検
査を算定した患者に限る。）又は低舌圧（区分番号 0012に掲げる舌圧検査を算定した患者に限る。）のいずれかに該当するものに対して、継続
的な指導及ひ~管理を実施する場合に当該管理料を算定する。当該管理を行うに当たっては、関係学会より示されている「「口腔機能低下症」に
関する基本的な考え方」（令和2年3月日本歯科医学会）を参考とすること。
(2) 当該管理料を算定するに当たっては、口腔機能の評価及び一連の口腔機能の管理計画を策定し、当該管理計画に係る情報を文書により
提供し、提供した文書の写しを診療録に添付する。また、当該管理を行った場合においては、指導・管理内容を診療録に記載し、又は指導・管
理に係る記録を文書により作成している場合においては、当該記録又若しくはその写しを診療録に添付すること。
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B000-5 周術期等口腔機能管理計画策定料

＜告示＞
注 1 がん等に係 全身麻酔による 術又は放射線治療、化学療法若しくは緩和ケア（以下「手術等」とい
う。）を実施する患 !L .J.1:::. 診療を実施している保険医療機関において、手術等を実施する保険医
療機関からの文書による依頼に基づき、当該患者又はその家族の同意を得た上で、周術期等の口腔機能の
評価及び一連の管理計画を策定するとともに、その内容について説明を行い、当該管理計画を文書により提
供した場合に、当該手術等に係る一連の治療を通じて 1 回に限り算定する。

B000-8 周術期等口腔機能管理料(m)

改定前 改定後

周術期等口腔機能管理料(Ill) 190点 周術期等口腔機能管理料{m)

＜告示＞
注 2 周術期等口腔機能管理料(m)を算定した月において、区分番号 B000-4に掲げる歯科疾患管理料、
区分番号 B 000-4-2に掲げる小児口腔機能管理料、区分番号 B 000-4-3に掲ける口腔機能管理料、 区
分番号 B002に掲げる歯科特定疾患療養管理料、区分番号 B004-6-2に掲ける歯科治療時医療管理
料、区分番号 B006-3-2に掲げるがん治療連携指導料、区分番号COOl-3に掲ける歯科疾患在宅療養
管理料、 COOl-4-2に掲げる在宅患者歯科治療時医療管理料及び区分番号 N002に掲げる歯科矯正
管理料は算定できない。

※B000-6周術期等口腔機能管理料(I)とB000-7周術期等口腔機能管理料(II)の告示も同様の見直し
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B002 歯科特定疾患療養管理料

改定前 改定後

歯科特定疾患療養管理料 150点 歯科特定疾患療養管理料 170点

＜留意事項通知＞
(2) 別に厚生労働大臣が定める疾患に掲げる疾患のうち、顎・ロ腔の先天異常、舌痛症（心因性によるも
のを含む。）、口腔軟組織の疾患（難治性のものに限る。）、口腔乾燥症（放射線治療又は化学療法を原因
とするものに限る。）、睡眠時無呼吸症候群（口腔内装置治療を要するものに限る。）、 及び 骨吸収抑制薬
関連顎骨壊死（骨露出を伴うものに限る。）又は放射線性顎骨壊死若しくは三叉神経ニューロバチーとはそ
れぞれ次の疾患をいう。
イ顎・ロ腔の先天異常とは、後継永久歯がなく、かつ、著しい言語障害及び咀咽障害を伴う先天性無歯症
又は唇顎口蓋裂（単独又は複合的に発症している症例を含む。以下この表において同じ。）をいう。
ロ（中略）
ト三叉神経ニューロパチーとは、三叉神経に何らかの原因で機能障害が生じる神経症状（三叉神経痛を
含む。）をいう。
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B013 新製有床義歯管理料

く留意事項通知＞

(3) 「 2 困難な場合」とは、特に咬合の回復が困難な患者に対する義歯管理を評価したものを
いい、 総義歯又は9歯以上の局部義歯を装着した 次のいずれかに該当する 場合をいう。
イ総義歯を新たに装羞した場合又は総義歯を装看している場合

..LJ:::. 、 立主乞ユニ斗士 一日ム 、 I 三 立羊ヰ＝ヽ ヰ＝立 、 六ム入

関係を有しない場合

新製した

有床麟歯
か

[ 議管190点 ] 
[ 義管230点 ] 

※歯リJ\1 (1)も、調整又は指導を行った有床義歯の歯数で区分する
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B014 退院時共同指導料 1
B015 退院時共同指導料 2

く留意事項通知＞

(9) 退院時共同指導料 1 の「注 1 」及び ―ヽ

` 、 退院時共
同指導料 2 の「注 1 」の共同指導は対面で行うことが原則であるが、 においては当該患者の在宅原筵担当医原機関、在

‘ 号そ 人→
、 C＝コロロ Iし‘

言語聴覚士が入院中の保険医原機関に赴くことができないときは、 リアルク｛ムでの画像を介したコこュニケ ション（以下この
区分において「） ビデオ通話」という。） が可能な機器を用いて共同指潟した場合でも算定可能である。
(10) 退院時共同指導料 2 の「注 3 」に規定する加算は、退院後の在宅での療養上必要な説明及び指導を、当該患者が
入院している保険医療機関の歯科医師又は看護師等が、在宅療養担当医療機関の医師、看護師等、歯科医師又はそ
の指示を受けた歯科衛生士、保険薬局の薬剤師、訪問看護ステーションの看護師、理学療法士、作業療法士若しくは言
語聴覚士、介護支援専門員又は相談支援専門員のいずれかのうち 3者以上と共同して行った場合に算定する。
(11) (10)における共同指導は、当該患者が入院している保険医療機関と在宅療養担当医療機関等の関係者全員が、
患者が入院している保険医療機関において実施 共同指導 することが原則であるが、 やむを得ない事情により在宅療菱担当

、日^- 、 ビデオ通話が可能
な機器を用いて共同指導した場合 参加したとき でも算定可能である。ただし、この場合であっても、在宅療養担当医療機
関等のうち 2者以上は、患者が入院している保険医療機関に赴き共同指導していること。

・退院時共同指導時、 2者は入院保険医療機関に赴く必要があるが、ビデオ通話でも可
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B009 診療情報提供料(I) （医科点数表）

改定前

診療情報提供料（ I) 十歯科医療機関連携加算250点 1 100点
関との適切な連携を推進する観点から、
ら歯科医療機関へ予約を行い、患者の
いて、周術期等口腔機能管理における新

周術期等口腔機能管理を行う医療機関において、 歯科を標榜
する別の保険医療機関に予約をとった上で紹介した場合の加
算を新設する

改定後

診療情報提供料(I) ＋戸科医療機関連携加算 1
250点 100点

歯科医療機関連携加算 2
拿 100点

B011-3 生活習慣病管理料（医科点数表）
1 保険薬局において調剤を受けるために処方箋を交付する場合
イ脂質異常症を主病とする場合
ロ高血圧症を主病とする場合

|2) ＼ 11屯讐合病とする場合
イ脂質異常症を主病とする場合
ロ高血圧症を主病とする場合

l 八糖尿拮を主括とずる場合

650点
700点

郡
1,175点
1,035点

ゥ

予防を推進する観点から、生活習慣病管理料に
の受診勧奨及び歯科等の他の診療科の

る要件を見直す

生活習慣病管理料の療養計画書の記載項目（様式）に歯科受診の状
況に関する記載欄を追加する。
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B011-2 診療情報提供料 (m)

1 診療情報提供料 (m) 150点 |＠函ぅ
注 1 別に厚生労 大 が定める施設基準を満たす保食医＇機 において、別に厚生労働大 が定める基準を満たす他の保険医｀

から，．）された患 又は別に厚生......,, 大が.......める患 について、当該患を，）したの保 医｀ からの＞めに応じ、患
の同意を得て、珍＇状5 を示す文を曰した日合 号AOOO にげる JJ珍＇ヽを.......する日を，、く。ただし、当該医｀
に次回受診する日の予約を行った場合はこの でない。）に、日ノ、す保険医機 ごとに患 1 人につき 3 に 1 口に り

定する。
2 別に厚生......,, 大 が.......める施吾吋ぎを満たす保剣医＇ において、産ミーしくは産コ人況を する保 医 、ら，，）

された注 1 に去ーするりに厚生~«b*~ti>Eめる患 又は産‘ しくは産ヨ人がを するりに厚生......,, 大臣項定める施印基；を
満たす保険医｀ において、他の保 医＇ から，，）された注 1 に去定る別に厚生労 大 がーめる患者について、診＇に基
づき、歩口の清 日共の必要を四め、当該患 を，， した の保険医‘ に情 日共を守った叫合は、注 1 の夫ーにかかわらず、
月 1 回に限り算定する。
3 区 号 B009 にげる診清報日，、料 I 同一の保医 に対して、口）を行った叫合にP る。）を算定したは、

別に箕定＿できないQ

医科点数表の区分番号B011 に掲げる診療情報提供料 (m) の例により算定する

情mのイメージ l
 

の
歯医者さんに紹介状
を書きます。

ぉ口の状態を教えて
もらって下さい。

り
I
；

人
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cooo 歯科訪問診療料

＜告示＞
注13 1 から 3 までについて、在宅療養支援歯科診療所 1 又は在宅療養支援歯科診療所 2 以外の診療所であっ
て、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさないものにおいては、次に掲げる点数により算定する。

二三五蜘三］：
C001-3 歯科疾患在宅療養管理料

改定前 改定後

：言悶霜悶：：止塁喜塁塁 二；口こ:二]昇ご喜塁虞
3 1 及び 2 以外の場合 190点 + 10 3 1 及び 2以外の場合 200点

く留意事項通知＞
(1) 歯科疾患在宅療養管理料とは、 （略）なお、当該管理料を算定する場合は、区分番号 B000-4に掲げる歯科疾患管理料、 区分番号
B000-4-2に掲げる小児口腔機能管理料、区分番号 B000-4-3に掲げる口腔機能管理料、 区分番号 B000-6に掲ける周術期等口腔機
能管理料(I)、区分番号 B000-7に掲げる周術期等口腔機能管理料(II)、区分番号 B000-8に掲げる周術期等口腔機能管理料（皿）、
区分番号 B002に掲げる歯科特定疾患療養管理料、区分番号COOl-5に掲げる在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料、区分番号
COOl-6に掲げる小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料及びN002に掲げる歯科矯正管理料は別に算定できない。
(2) 「注 1 」に規定する管理計画は、患者の歯科治療及び口腔管理を行う上で必要な全身の状態（基礎疾患の有無、服薬状況等）、口腔の
状態（口腔衛生状態、口腔粘膜の状態、 口腔乾燥の有無、歯科疾患、有床義歯の状況、咬合状態等）、口腔機能の状態（咀咽の（略）

C001-5 在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料 ぐ嶋胃曰蜘ハ
く留意事項通知＞

(14) 当該指導管理料を算定した日以降に実施した区分番号D002に掲げる歯周病検査、区分番号 D002-5に掲げる歯周病部分的再評価
検査、区分番号HOOlに掲げる摂食機能療法（歯科訪問診療以外で実施されるものを除く）、区分番号 I 011に掲ける歯周基本治療、区分番
号 I 011-2に掲げる歯周病安定期治療(I)、区分番号 I 011-2-2に掲げる歯周病安定期治療(II) 、 区分番号 I 011-2-3に掲げる歯周病
重症化予防治療、 区分番号 IO11-3に掲げる歯周基本治療処置、区分番号 I 029-2に掲げる在宅等療養患者専門的口腔衛生処置及び
区分番号 I 030に掲げる機械的歯面清掃処置は、当該指導管理料に含まれ別に算定できない。
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C001-6 小児在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料

1 小児在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料 450点（月4回） I 

+ [ •小訪問口腔リ｝＼のNST加算新設 1

小児栄養サポートチーム等連携加算 1 ・ 2 80点

NST1 （他の保険医療機関に入院） I NST2 （障害児入所施設等に入所）

C007 在宅患者連携指導料 ［ ・算定不可項目から情共の削除 1 
＜告示＞

注 4 区分番号 B009に掲ける診療情報提供料(I) 又は区分番号 B011に掲ける齢療情報連携共有料
を算定している患者については算定できない。

C008 在宅患者緊急時カンファレンス料 ［ ・ビデオ通話での参加 1 
く留意事項通知＞

当該カンファレンスは、関係者全員が患家に赴き実施することが原則であるが、 やむを得ない事情により関係者全員が患家に
赴き実施することができない場合は、 以下のイ及び口を満たす場合時に限りは、関係者のうちいずれかがリアルタイムでの画像を
介したコミュニケ シコン（以下この区分において「） ビデオ通話」という。） が可能な機器を用いて参加することができる曰さ易
合でも算定可能である。
イ当該カンファレンスに 3 者以上が参加すること
ロ当該 3 者のうち 2 者以上は、患家に赴きカンファレンスを行っていること
なお、当該保険医療機関がビデオ通話が可能な機器を用いて当該カンファレンスに参加しても差し支えない。
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＜告示＞
注 3 小児在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料を算定した月において、区分番号 B000-4
に掲ける歯科疾患管理料、 区分番号B000-4-2に掲げる小児口腔機能管理料、 区分番号 B002に掲
げる歯科特定疾患療養管理料、区分番号 COOl-3に掲ける歯科疾患在宅療養管理料及び区分番号
COOl-5に掲ける在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料は別に算定できない。
注 6 当該保険医療機関の歯科医師が、他の保険医療機関に入院している患者に対して、当該患者の
入院している他の保険医療機関の栄養サポートチーム等の構成員として診療を行い、その結果を踏まえ
て注 1 に規定する口腔機能評価に基づく管理を行った場合は、小児栄養サポートチーム等連携加算 1 と
して、 80点を所定点数に加算する。
注 7 当該保険医療機関の歯科医師が、児童福祉法第42条に規定する障害児入所施設等に入所して
いる患者に対して、当該患者の入所している施設で行われる食事観察等に参加し、その結果を踏まえて注
1 に規定する口腔機能評価に基づく管理を行った場合は、小児栄養サポートチーム等連携加算 2 として、
80点を所定点数に加算する。

く小児在宅患者歯訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管理料の留意事項通知＞
(5) 「注 6 」に規定する小児栄養サポートチーム等連携加算 1 は、当該保険医療機関の歯科医師が、当該患者の入院し
ている他の保険医療機関の栄養サポートチーム、口腔ケアチーム又はA曼食喋下チームの構成員としてカンファレンス及び
回診等に参加し、それらの結果に基づいてカンファレンス等に参加した日から起算して 2月以内に「注 1 」に規定する管理計
画を策定した場合に、月に 1 回に限り算定する。
(6) 「注 7 」に規定する小児栄養サポートチーム等連携加算 2 は、当該患者が児童福祉法第42条に規定する障害児入
所施設等に入所している場合において、当該保険医療機関の歯科医師が、当該患者の入所施設で行われた、経口による
継続的な食事摂取を支媛するための食事観察若しくは施設職員等への口腔管理に関する技術的助言・協力及び会議等
に参加し、それらの結果に基づいて食事観察等に参加した日から起算して 2月以内に「注 1 」に規定する管理計画を策定し
た場合に、月に 1 回に限り算定する。
(7) 「注 6 」又は「注 7 」に掲げる加算を算定した場合には、 (2 ）に示す管理計画の要点に加え、 (5)のカンファレンス及び
回診又は(6)の食事観察及び会議等の開催日、時間及びこれらのカンファレンス等の内容の要点を診療録に記載又はこ
れらの内容がわかる文書の控えを添付する。なお、 2 回目以降については当該月にカンファレンス等に参加していない場合も
算定できるが、少なくとも前回のカンファレンス等の参加日から起算して 6 月を超える日までに 1 回以上参加すること。

特掲診療料

第 3部核打筐

巨三塁言言ロニ:1台庫の特例 I 

38 
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D002 歯周病検査

く留意事項通知＞
(1) 歯周病検査とは、 （略）歯周病検査の実施は、「歯周病の 診断と 治療に関する基本的な考え
方」（令和 2 平成30 年 3 月日本歯科医学会）を参考とする。
(9) 次の場合において、やむを得ず患者の状態等により歯周ポケy卜測定等が困難な場合は、歯肉の

こより歯周組織の状態の評価を行い、歯周基本治療を開

一を行っている患者
算又は初診時歯科診療導入加算を している患者及び歯周絹織の状態を厖振録巳即ヽ尺:こと。

。 G
・訪問診療、特別対応加算、特導やその他特別な場合に、 PD測定が困難なケースでは、歯肉の
発赤・腫脹の状態及び歯石沈着の有無等によりSC等を開始できる
・患者状態、歯周組織をカルテに記載
・留意事項通知の (9) の場合において歯周病検査の費用は別に算定できない

ヽ
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D011-2 咀咽能力検査

く留意事項通知＞
(2) 当該検査は、問診、口腔内所見又は他の検査所見から加齢等による口腔機能の低下が疑われ
る患者に対し、口腔機能低下症の診断を目的として実施した場合に算定する。なお、区分番号 B000-
4に掲げる歯科疾患管理料、 区分番号 B000-4-3に掲げる口腔機能管理料、 区分番号COOl-3に
掲げる歯科疾患在宅療養管理料又は区分番号COOl-5に掲げる在宅患者訪問口腔リハビリテーション
指導管理料を算定し、継続的な口腔機能の管理を行っている患者について、 6月に 1 回に限り算定する。

D011-3 咬合圧検査
く留意事項通知＞

咬合圧

(2) 当該検査は、問診、口腔内所見又は他の検査所見から加齢等による口腔機能の低下が疑われ
る患者に対し、口腔機能低下症の診断を目的として実施した場合に算定する。なお、区分番号 B000-
4に掲げる歯科疾患管理料、 区分番号 B000-4-3に掲げる口腔機能管理料、 区分番号COOl-3に
掲げる歯科疾患在宅療養管理料又は区分番号 COOl-5に掲げる在宅患者訪問口腔リハビリテーション
指導管理料を算定し、継続的な口腔機能の管理を行っている患者について、 6 月に 1 回に限り算定する。

D012 舌圧検査 ぐり＇り舌圧

く留意事項通知＞
(2) 当該検査は、問診、口腔内所見又は他の検査所見から加齢等による口腔機能の低下が疑われる
患者に対し、口腔機能低下症の診断を目的として実施した場合に算定する。なお、区分番号 B000-4に
掲げる歯科疾患管理料、 区分番号 B000-4-3に掲ける口腔機能管理料、 区分番号 COOl-3に掲ける

芦言誓悶讐悶儡麿喜翫誓，（二塁塁讐閃デ戸誓盟溢昌戸
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D011-4 小児口唇閉鎖力検査

小児口唇閉鎖力検査 (1回につき） 100点

＜告示＞
注小児口唇閉鎖力測定を行った場合は、 3月に1回に限り算定する。

く留意事項通知＞
(1) 小児口唇閉鎖力検査とは、口匿閉鎖力測定器を用いて、口唇閑鎖力を測定する検査をいう。
(2) 当該検査は、問診、口腔内所見又は他の検査所見から口腔機能の発達不全が疑われる患者に対
し、口腔機能発達不全症の診断を目的として実施した場合に算定する。なお、区分番号 B000-4に掲
げる歯科疾患管理料、区分番号 B000-4-2に掲げる小児口腔機能管理料、 COOl-3に掲ける歯科疾
患在宅療養管理料又は区分番号C 001-6に掲ける小児在宅患者訪問口腔リ）＼ビリテーション指導管
理料を算定し、継続的な口腔機能の管理を行っている患者について、 3月に 1 回に限り算定する。
(3) 検査に係る費用は所定点数に含まれ別に算定できない。

し
•口腔機能発達不全症の診断を目的の検査の新設
・施設基準は不要
. 3 月に 1 回算定可
・歯管、特疾管、歯在管、小訪問口腔リ｝＼、小児口腔機能管理料
を算定している患者が対象
・疑い病名での算定

ヽ

「りっぷるくん」は口を閉じる刀を渕定できる

口唇閉悶力潤定器てす．
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D014 睡眠時歯科筋電図検査 爛躙朧-饂 I 要施設基準 I

睡眠時歯科筋電図検査（一連につき） 580点

＜告示＞
注別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険
医療機関において、睡眠時筋電図検査を行った場合に算定する。

く留意事項通知＞
睡眠時歯科筋電図検査は、問診又は口腔内所見等から歯きしりが強く疑われる患者に対し、診断
を目的として、夜間睡眠時の筋活動を定量的に測定した場合に、一連につき 1 回に限り算定する。な
お、検査の実施に当たっては、「筋電計による歯ぎしり検査の基本的な考え方」（令和 2 年 3 月日本歯
科医学会）を遵守すること。

o ;るレ功式lch o ご烹唸芯名；
定できます

o ;唸古溢; 0~はメモ1J―
可鱒で•血闘叶

0 -に応如
上で・璽でen

分/{-~彙9

ウエア ラ ブル筋電計（株式会社ジー シー）

l 施設基準 j 

1 睡眠時歯科筋電図検査に関する施設基準
(1) 当該療養を行うにつき、十分な経験を有する歯科医師が 1 名以上配置されていること。
(2) 当該保険医療機関内に歯科用筋電計を備えていること。
2 届出に関する事項
睡眠時歯科筋電図検査の施設基準に係る届出は、別添 2の様式38の1の4を用いること。
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D014 睡眠時歯科筋電図検査

様式 38 の 1 の 4

睡眠時歯科筋電図検査の施設基準の届出書添付書類

1 当該検査に係る歯科医師の氏名等

歯科医師の氏名

2 当該検査に係る機器の保有状況

概

医療機器承認／認証番号

製品名
歯科用筋電計

製造販売業者名

特記事項

特掲診療料

第 5部投薬

経験年数

要

1 :、ぢ悶麟旦旦匹『？夏『姦闊〗土:虚闊りぶ点数引き上け (+6 点）

I 要施設基準 I

年

年

年

44 
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FOOO 調剤料

改定前

1 入院中の患者以外の患者に対して投薬を行った場合
イ内服薬、 浸煎薬及び屯服薬(1 回の処方に係る調剤につき） 9 点 [+
ロ外用薬(1 回の処方に係る調剤につき） 6 点
2 入院中の患者に対して投薬を行った場合(1 日につき） 7 点

F400 処方箋料

改定前

イ一般名処方加算 1 6 点
ロ一般名処方加算 2 4 点

FSOO 調剤技術基本料

改定前

1 入院中の患者に投薬を行った場合 42点
2 その他の患者に投薬を行った場合 8 点

改定後

1 入院中の患者以外の患者に対して投薬を行った場合
イ内服薬、浸煎薬及び屯服藁(1 回の処方に係る調剤につき） 11点
口外用薬(1 回の処方に係る調剤につき） 8点
2 入院中の患者に対して投薬を行った場合(1 日につき） 7 点

改定後

イ一般名処方加算 1 7点
ロ一般名処方加算 2 5 点

改定後

1 入院中の患者に投薬を行った場合 42点
2 その他の患者に投薬を行った場合 14点

46 

特掲診療料

第 6部注射

| ．点滴注射の点数引き上げ (+1点） I 

46 
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G004 点滴注射 (1日につき）

改定前

1 6 歳未満の乳幼児に対するもの
(1 日分の注射量が100m L 以上の場合） 98点
2 1 に掲げる者以外の者に対するもの

(1 日分の注射量が500m L 以上の場合） 97点
3 その他の場合
（入院中の患者以外の患者に限る。） 49点

改定後

1 6歳未満の乳幼児に対するもの
{1 日分の注射量が100ml以上の場合） 99点
2 1 に掲げる者以外の者に対するもの

{1 日分の注射量が500ml以上の場合 98点
3 その他の場合
（入院中の患者以外の患者に限る。） 49点

特掲診療料

第7部リJ＼ビリテーシヨン

48 



1 第2章特掲診療料第7部リハビリテーション 49 I 
HOOO 脳血管疾患等リ）＼ビリテーション料

＜告示＞
注 4 注 1 本文の規定にかかわらず、注 1 本文に規定する別に厚生労働大臣力淀：める患者であって、要介護被保険者等以外のものに対して、必要があって
それぞれ発症、手術若しくは急性増悪又は最初に診断された日から180日を超えてリハビリテーションを行った場合は、 1 月 13単位に限り、算定できるものとす
る。 → 曰今ー、 曰今—

イ脳血管疾患等リハビリテ—シコン料(I) （ 1 単位） 147点
ロ脳血筈疾患等リ八ビリテ シコン料(II) （ 1 単位） 120点
八脳血筈疾患等リ八ビリテ シコン料(m) （ 1 単位） 60点
注 5 注 1 本文の規定にかかわらず、注 1 本文に規定する別に厚生労働大臣力噴液る患者であって、入院中の要介護被保険者等に対して、 必要があってそ
れぞれ発症、手術若しくは急性増悪又は最初に診断された日から180日を超えてリハビリテーションを行った場合は、 1 月 13単位に限り、注 1 に規定する施設
基準に係る区分に従い、次に掲げる点数を算定できるものとする。
イ脳血管疾患等リハビリテーション料(I) (1 単位） 147点
ロ脳血管疾患等リ八ビリテーション料(11) (1 単位） 120点
八脳血管疾患等リハビリテーション料(m) （ 1 単位） 、60点

、 eメー、 一巴 -、 4

数により算定する。

H000-3 廃用症候群リ）＼ビリテーション料

一 e.A.1-

＜告示＞
注4 注 1 本文の規定にかかわらず、注 1 本文に規定する患者であって、要介護被保険者等以外のものに対して、必要があってそれ弓1廃用症候群の診断
又は急性増悪から120日を超えてリ八ビリテーションを行った場合は、 1 月 13単位に限り算定できるものとする。 この場合において、当該患者が要介護被保険

lal:,6./-

（廃用症候群リハビリテ シコン料(I) （ 1 単位） 108点
ロ廃用症候群リハビリテ シコン料(II) （ 1 巣位） 88点
八廃用症候群リハビリテション料(m) （ 1 半位） 46点
注 5 注 1 本文の規定にかかわらず、注 1 本文に規定する別に厚生労働大臣力淀：める患者であって、入院中の要介護被保険者等に対して、必要があってそ
れぞれ廃用症候群の診断又は急性増悪から120日を超えてリハビリテーションを行った場合は、 1 月 13単位に限り、注 1 に規定する施設基準に係る区分に
従い、次に掲げる点数を算定できるものとする。
イ廃用症候群リハビリテーション料(I) (1 単位） 108点
ロ廃用症候群リハビリテーション料(II)(l 単位） 88点
ハ廃用症候群）八ビリテーション料(m) （ 1 単位） 46点

日ー、

数により算定する。

1 第2章特掲診療料第7部リハビリテーション 50 | 

H001 摂食機能療法

摂食機能療法 (1 日につき）

改定前

イ経口摂取回復促進加算 1 185点
ロ経口摂取回復促進加算 2 20点

1 30分以上の場合
2 30分未満の場合

+ 
改定後

185点
130点

摂食曝下支援加算（週 1 回） 200点

I 要施設基準 I

＜告示＞
注 3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届
け出た保険医療機関において、 当該保険医療機関の保険医、看護師、言語聴覚士、薬剤
師、管理栄養士等が共同して、摂食機能又はl燕下機能の回復に必要な指導管理を行った
場合に、摂食嘩下支援加算として、週 1 回に限り200点 畠腔栄費を実施している患者又

E日， 、牛三rし - E9/  

して、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる点数を所定点数に加算する。
イ経口摂取回復促進加算 1 185点
ロ経口摂取回復促進加箕 2 20点



特掲診療料

第 8部処置
●咬合調整の通知の変更
●象牙質レジンコーティングの項目新設並びに点数引き上げ (46点）
●歯髄保護処置（間接）の点数引き上げ
●抜髄の点数引き上げ (+2点、 4点、 8点）

99 ヽヽ、 6点、 8点）●感染根管処置の点数引き上げ (+6占
●根管貼薬処置の点数引き上げ(+ 2点、 4点、 8点）
●加圧根管充填処置 (3 根管以上）の点数引き上げとCT及び手術用顕微鏡を使用した加算
の対象拡大
●歯周基本治療（スケーリング）の点数引き上げ (+4点）
●歯周病安定期治療の告示・通知の見直し
●歯周病重症化予防治療の新設 (150点、 200点、 300点）
●歯冠修復物又は補綴物の除去（困難なもの、著しく困難なもの）の点数引き上げ (+6点、
10点）
●根管内異物除去のCT及び手術用顕微鏡を使用した加算の新設
●周術期等専門的口腔衛生処置 (1) の算定回数を月 2回へ拡大
●機械的歯面清掃処置の点数引き上け並びに糖尿病患者の期間短縮並びに医科の生活習慣
病管理料の療養計画書の記載項目（様式）に歯科受診状況に関する記載欄の追加
●非経□摂取患者口腔粘膜処置の新設 (100点）

第2章特掲診療料第8部処置

1000-2 咬合調整

•同一初診期間中 1 回に限りへの対応
・咬調は算定後6月経過で、同一初診内でも再度算定可に
（レスト形成に関しては従来通り 3月経過で可）

く留意事項通知＞

51 

52 

(2) イ又は口については、 同一初診期間巾、 「 1 1 歯以上10 歯未満」又は「 2 10 歯以上」
のうち、いずれかを 1 回 に限り 算定する。 ただし、前回算定した日から起算して 6月以内は算
定できない。
(3) ハについては、 同一初裕期間巾、 「 1 1 歯以上10 歯未満」又は「 2 10 歯以上」のうち、
いずれかを 1 回 に限り 算定する。 ただし、前回算定した日から起算して 6月以内は算定でき
ない。
(5) ホについて、歯周組織に咬合性外傷を起こしているとき、過高部の削除に止まらず、食物
の流れを改善し歯周組織への為害作用を極力阻止するため歯冠形態の修正を行った場合、又
は舌、頬粘膜の咬傷を起こすような場合に、歯冠形態修正（単なる歯削合を除く。）を行ったとき
は、 同一初齢期間巾、 「 1 1 歯以上10 歯未満」又は「 210 歯以上」のうち、いずれかを 1 回
に限り 算定する。 ただし、前回算定した日から起算して 6月以内は算定できない。また、 栓荘—
歯冠形態の修正を行った場合は、診療録に歯冠形態の修正理由、歯冠形態の修正箇所等を
記載する。



第2章特掲診療料第8部処置

1001-2 象牙質レジンコーティング

象牙質レジンコーティング (1 歯につき）
l 治蜃の吐 I

【令和元年12月 1 日より期中導入】
（準用技術）間接歯髄保護処置 30点

畢
1 象牙質レジンコーティング 46点 I 鴫

53 

46点 Q垣D I

: 
4. 強エアプロー 5, 光甕射

（中医協資料より友粋）

＜告示＞
注区分番号MOOlの 1 に掲げる生活歯歯冠形成を行った場合、当該補綴に係る補綴物の歯冠形成から装着までの一
連の行為につき 1 回に限り算定する。

く留意事項通知＞
象牙質レジンコーティングは、区分番号MOOlに掲げる歯冠形成の「 1 生活歯歯冠形成」を行った歯に対して、象牙細管
の封鎖を目的として、歯科用シーリング・コーティング材を用いてコーティング処置を行った場合に、 1 歯につき 1 回に限り算
定する。

1001 歯髄保護処置

改定前

1 歯髄温存療法
2 直接歯髄保護処置
3 間接歯髄保護処置

第2章特掲診療料第8部処置

188点
150点
30点

改定前

1 歯髄温存療法
2 直接歯髄保護処置
3 間接歯髄保謹処置

く留意事項通知＞
ヽ U:::....1...C:.=TT/.

仁土‘’

は、 1 歯につき 1 回に限り「 3 問接歯髄保護処置」により算定する。

1002 知覚過敏処置

く留意事項通知＞

188点
150点
34点

54 

- E3ム

(2) 歯冠形成後、知覚過敏が生じた有髄歯に対する知覚鈍麻剤の塗布は、歯冠形成、印象採
得、咬合採得、仮着及び装着と同時に行う場合を除き「 1 3 歯まで」又は「 2 4 歯以上」の所定
点数により算定する。 ただし、補綴物の歯冠形成から装着までの治療期間中に、区分番号 I 001-
2に掲げる象牙質レジンコーティングを算定した場合は、当該期間中に知覚過敏処置は算定でき
ない。

~一



1005 抜髄 (1歯につき）

改定前

1 単根管
2 2 根管
3 3 根管以上

第2章特掲診療料第8部処置

228点
418点
588点

改定後

1 単根管
2 2根管
3 3根管以上

230点
422点
596点

歯髄温存療法を行った日から起算して 3月以内に行った抜髄

改定前

1 単根管
2 2根管
3 3 根管以上

40点
230点
400点

改定後

1 単根管
2 2根管
3 3根管以上

42点
234点
408点

直接歯髄保護処置を行った日から起算して 1月以内に行った抜髄

改定前

1 単根管
2 2 根管
3 3 根管以上

78点
268点
438点

改定後

1 単根管
2 2根管
3 3根管以上

80点
272点
446点

55 
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1006 感染根管処置 (1歯につき）

改定前

1 単根管
2 2 根管
3 3 根管以上

150点
300点
438点

改定後

1 単根管
2 2根管
3 3根管以上

156点
306点
446点

く留意事項通知＞
(2) 感染根管処置は 1 歯につき 1 回に限り算定する。たたし、再度感染根管処置が必要になった場合に
おいて、区分番号 I 008に掲げる加圧根管充填処置を行った患者に限り、前回の感染根管処置に係る歯
冠修復が完了した日から起算して 6 月を経過した日以降については、この限りではない。
(3) (2)の場合、再度当該処置を行うに当たり、区分番号 D000に掲ける電気的根管長測定検査、
区分番号 I 008に掲ける根管充填処置及び区分番号 I 008-2に掲げる加圧根管充填処置はそれぞれ
必要に応じ算定する。

それぞれ算定可



第2章特掲診療料第8部処置

1007 根管貼薬処置 (1歯1回につき）

改定前

1 単根管 28点
2 2 根管 34点
3 3 根管以上 46点

1008 根管充填 (1歯につき）

改定前

1 単根管
2 2 根管
3 3 根管以上

72点
94点

114点

改定後

1 単根管
2 2根管
3 3根管以上

改定後

1 単根管
2 2 根管
3 3根管以上

30点
38点
54点

72点
94点
122点

第2章特掲診療料第8部処置

1008-2 加圧根管充填処置 (1歯につき）

一
1 単根管
2 2 根管

改定前

3 3 根管以上

136点
164点
200点

改定後

1 単根管
2 2 根管
3 3 根管以上

136点
164点
208点

・手術用顕微鏡加算 (+400点）の適応拡大 -・手術用顕微鏡加算は、複雑な根管形態を有する歯に対するCT診断の結果
を踏まえ、手術用顕微鏡を用いてCRFを行った場合

＜告示＞

57 

58 

注 3 3 については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け
出た保険医療機関において、 4根管又は樋状根に対して 歯科用 3 次元エックス線断層撮影装置及び手術
用顕微鏡を用いて根管治療を行った場合に、手術用顕微鏡加算として、 400点を所定点数に加算する。な
お、第 4 部に掲げる歯科用 3 次元エックス線断層撮影の費用は別に算定できる。 ただし、区分番号 I 021に
掲げる根管内異物除去の注に規定する手術用顕微鏡加算を算定している場合は、算定できない。

く留意事項通知＞
(2) 加圧根管充填処置とは、 アピカルシート又はステップの形成及び根管壁の滑沢化等の 根管拡大及び
根管形成が行われた根管に対して、ガッタパーチャポイント等を主体として根管充填材を加圧しながら緊密
饂 に根管充填を行うことをいう。なお、根管充填後に歯科エックス線撮影で緊密 気密 な根管充填が行
われていることを確認する。
(4) 「注 3 」の手術用顕微鏡加算は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地
方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において、 複雑な解剖学的根管形態を有する歯に対する歯科
用 3次元エックス線断眉撮影装置を用いて得られた画像診断の結果を踏まえ、手術用顕微鏡を用いて根
管治療を行い、加圧根管充填処置を行った場合に算定する。



第2章特掲診療料第8部処置 59 
1009-3 歯科ドレーン法

く留意事項通知＞
(2) ドレナージの部位の消毒等の処置料はマ所定点数に含まれ、 る』区分番号1009-2に掲げる創傷処置は
別に算定出来ない。ただし、ドレーン抜去後に抜去部位の処置が必要な場合は、区分番号 I 009-2に掲げる
創傷処置の「 1 100 平方センチメートル未満」により手術後の患者に対するものとして算定する。

ノー 立 4- ‘‘ヽ ヽ日 ..6...1+ r-::7~~.9 ‘‘＾匡 / ｀ー／

の患者に対するものとして算定する。

1011 歯周基本治療

改定前

1 スケーリング(3 分の 1 顎につき） 68点
2 スケーリング・ルートプレーニング(1 歯につき）
イ前歯 60点
口小臼歯 64点
ハ大臼歯 72点
3 歯周ポケy卜掻爬(1 歯につき）
イ前歯 60点
ロ小臼歯 64点
ハ大臼歯 72点

改定後

1 スケーリング(3分の 1 顎につき） 72点
2 スケーリング・ルートプレーニング(1 歯につき）
イ前歯 60点
ロ小臼歯 64点
ハ大臼歯 72点
3 歯周ポケy卜掻爬(1 歯につき）
イ前歯 60点
口小臼歯 64点
ハ大臼歯 72点

＜告示＞
注 3 区分番号 I 011-2に掲ける歯周病安定期治療(I) 、 又は 区分番号 I 011-2-2に掲げる歯周病
安定期治療(II)又は区分番号 I 011-2-3に掲ける歯周病重症化予防治療を開始した日以降は、算定
できない。

第2章特掲診療料第8部処置

I 011-2 歯周病安定期治療(I)

＜告示＞
注 5 歯周病安定期治療(II)又は歯周病重症化予防治療を算定した月は算定できない。

I 011-2-2 歯周病安定期治療(]I)

＜告示＞
注 4 歯周病安定期治療(I)又は歯周病重症化予防治療を算定した月は算定できない。

く歯周病安定期治療(I)の留意事項通知＞
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(9) 歯周病安定期治療(I)を開始した日以降に実施した歯周炎の治療において行った区分番号 I 000-2 
に掲ける咬合調整、 区分番号 I 101に掲ける歯周疾患処置、区分番号 I 011に掲げる歯周基本治療、区
分番号 I 011-3に掲ける歯周基本治療処置、区分番号 I 029-2に掲ける在宅等療養患者専門的口腔衛
生処置及び区分番号 I 030に掲げる機械的歯面清掃処置は、 歯周病安定期治療(I)に含まれ 別に算定
できない。
(10) 歯周病安定期治療(II)を開始した日以降に実施した区分番号 B001-3に掲げる歯周病患者画像活
用指導料、区分番号0002に掲げる歯周病検査、区分番号 D002-5に掲げる歯周病部分的再評価検査、
歯周炎 疾患 の治療において行った区分番号 I 000-2に掲ける咬合調整、区分番号 I 010に掲げる歯周疾
患処置、区分番号 I 011に掲げる歯周基本治療、区分番号 I 011-3に掲げる歯周基本治療処置、区分
番号 I 029-2に掲げる在宅等療養患者専門的口腔衛生処置及び区分番号 I 030に掲ける機械的歯面清
掃処置は、 歯周病安定期治療(II)に含まれ 別に算定できない。
(12) 歯周病安定期治療(I)又は歯周病安定期治療(II)から歯周病重症化予防治療に移行する場合、
前回歯周病安定期治療(I)又は歯周病安定期治療(n)を実施した月の翌月から起算して 2月を経過し
た日以降に歯周病重症化予防治療を算定実施できる。なお、歯周病重症化予防治療から歯周病安定期
治療(I)又は歯周病安定期治療(n)に移行する場合も同様の取扱いとする。

SPT l ―---ユー
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1011-2-3 歯周病重症化予防治療

歯周病重症化予防治療

1 1 歯以上10歯未満
2 10歯以上20歯未満
3 20歯以上

150点
200点
300点

・歯管、特疾管、歯在管のいずれかを算定していることが必要
• 2 回目のP検査後に4mm未満のPDだが、 部分的な歯肉の炎症
又はプロービング時の出血が認められる状態が対象
·3 月に 1 回算定可

＜告示＞

歯周病重症化予防治療
2回目以降の歯周病検
査終了後にPDが4IDII未
満に改善しているが、部分
的な歯肉の炎症又はプ
ロービング時の出血が認め
られる状態

函
歯周基本治療終了後に
4111以上のPDを有するも、
一時的に症状が安定して
いる状態

注 1 2 回目以降の区分番号D002に掲げる歯周病検査終了後、一時的に病状が改善傾向にある
患者に対し、重症化予防を目的として、スケーリング、機械的歯面清掃等の継続的な治療を開始した
場合は、それぞれの区分に従い月 1 回に限り算定する。
注 2 2 回目以降の歯周病重症化予防治療の算定は、前回実施月の翌月の初日から起算して 2
月を経過した日以降に行う。
注 3 歯周病安定期治療(I)又は歯周病安定期治療(II)を算定した月は算定できない。

61 

62 第2章特掲診療料第8部処置

1011-2-3 歯周病重症化予防治療 -
く留意事項通知＞

(1) 歯周病重症化予防治療は、区分番号 B000-4に掲げる歯科疾患管理料又は区分番号 COOl-3に
掲げる歯科疾患在宅療養管理料を算定している患者であって、 2回目以降の歯周病検査の結果、歯周ポ
ケットが 4 ミリメートル未満の患者に対する処置等を評価したものをいう。歯周病重症化予防治療の対象とな
る患者とは、部分的な歯肉の炎症又はプロービング時の出血が認められる状態のものをいう。
(2) 区分番号 B002に掲ける歯科特定疾患療醤管理料を算定している患者であって、当該管理料の「注
1 」に規定する治療計画に歯周病に関する管理計画が含まれ、（ 1 ）と同様の状態にある患者については、歯
周病重症化予防治療を算定できる。
(3) 歯周病重症化予防治療は、歯周病の重症化予防を目的としてスケーリング、機械的歯面清掃処置等
の継続的な治療を実施した場合に 1 口腔につき月 1 回に限り算定する。なお、 2 回目以降の歯周病重症化
予防治療の算定は、前回実施した月の翌月から起算して 2月を経過した日以降に行う。
(4) 歯周病重症化予防治療は、その開始に当たって、当該検査結果の要点や歯周病重症化予防治療の
治療方針等について管理計画書を作成し、文書により患者又はその家族等に対して提供し、当該文書の写
しを診療録に添付した場合に算定する。その他療養上必要な管理事項がある場合は、患者に説明し、その要
点を診療録に記載する。
(5) 2 回目以降の歯周病重症化予防治療において、継続的な管理を行うに当たっては、必要（ヰ5じて歯周
病検査を行い症状が安定していることを確認する。また、必要に応じて文書を患者又はその家族に提供する。
(6) 2回目の歯周病検査の結果、歯周病重症化予防治療を開始した後、再評価のための歯周病検査によ
り 4ミリメートル以上の歯周ポケy卜を認めた場合、必要に応じ区分番号 I 011に掲げる歯周基本治療を行
う。なお、歯周基本治療は、「歯周病の治療に関する基本的な考え方」（令和 2 年 3 月日本歯科医学会）を
参考とする。

r2回目のP検査→ P重防→ P検査 (PD4mm以上） →歯周基本治療 l



第2章特掲診療料第8部処置 63 

1011-2-3 歯周病重症化予防治療

(7) 区分番号 I 011「掲ける歯周基本治療(「 2 スケ ‘ ーリノグ・ルートプレーニング」又は「 3 歯周ポケット
掻爬」を含む。）終了後、歯周病重症化予防治療を開始したのち、 4ミリメートル以上の歯周ポケy卜を認
めた場合、歯周病安定期治療(I)又は歯周病安定期治療(II)を開始する。

・歯周基本治療→P検査 (PD4mm未満） →P重防→P検査 (PD4mm以上） • SPT 

(8) 歯周病安定期治療(I)又は歯周病安定期治療(II)を開始した後、病状が改善し歯周病重症化
予防治療を開始した場合であって、再評価のための歯周病検査により4ミリメートル以上の歯周ポケy 卜を
認めた場合、歯周病安定期治療(I)又は歯周病安定期治療(II)を開始する。

I •SPT→P検査 (PD4mm未満） →P重防→P検査 (PD4mm以上） • SPT l 
(9) 歯周病重症化予防治療から歯周病安定期治療(I) ； ，，，、 に移行する場合、

前回歯周病重症化予防治療を実施した月の翌月から起 て 2月を経過した日以降に 周病安定期
治療(I)又は歯周病安定期治療(II)を実施できる。なお、歯ロ ,.......,ー ミム I ，，、 ま歯周病安定期

治療(Il)から歯周病重症化予防治療に移行する場合も同様の取扱いとする。
(10) 歯周病重症化予防治療を開始した日以降に実施した区分番号 COOl-5に掲ける在宅患者訪問口
腔リハビリテーション指導管理料、区分番号 COOl-6に掲ける小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指
導管理料、歯周炎の治療において行った区分番号 I 000-2に掲げる咬合調整、区分番号 I 010に掲ける
歯周疾患処置、区分番号 I 011に掲げる歯周基本治療、区分番号 I 011-3に掲げる歯周基本治療処
置、区分番号 I 029-2に掲げる在宅等療養患者専門的口腔衛生処置、区分番号 I 030に掲げる機械
的歯面清掃処置及び区分番号 I 030-2に掲げる非経口摂取患者口腔粘膜処置は、別に算定できない。
ただし(6)の場合は、その限りではない。
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対象患者

歯周病
の状態

施設基準

員
包括項目

初回算定時の
注意点

算定，日目
間隔別項目
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• SPT(I) | SPT(n) 
歯管又は歯在管、特疾管（歯周病に関する管理計画が含まれる場合）を算定
している患者

2回目以降の歯周病検査終了 歯周基本治療終了後に4mm以上のPDを有
後にPDが4mm未満に改善してい するも、一時的に症状が安定している状態
るが、 部分的な歯肉の炎症又は
プロービング時の出血が認められ
る状態

150点

200点

300点

必要なし

200点

250点

350点

か強診

380点

550点

830点

•Pの咬調 •P処•SC•SRP•PCur•P基処・在口衛 1 左記に加えて •P基検
・歯清・非経口摂取患者口腔粘膜処置 •P精検•P部検•P画像

管理計画書作成し、患者等に文書提供

3月に 1 回 原則3月に1回

左記に加えてP精検、ロ
腔内カラー写真(5枚法）

毎月算定可能

歯周病重症化予防とSPTは 3 月間隔

第2章特掲診療料第8部処置

1019 歯冠修復物又は補綴物の除去

66 

改定前 改定後

1 簡単なもの 20点 1 簡単なもの 20点
2 困難なもの 36点 2 困難なもの 42点
3 著しく困難なもの 60点 3 著しく困難なもの 70点

く留意事項通知＞
(1) 歯冠修復物又は補綴物の除去において、除去を算定する歯冠修復物又は補綴物は、区分番号M
002に掲ける支台築造、区分番号M009に掲ける充填、区分番号M010に掲ける金属歯冠修復、区分番
号M011に掲げるレジン前装金属冠、区分番号M015に掲ける非金属歯冠修復、区分番号M015-2に掲
げるCAD/CAM冠、区分番号M016に掲げる乳歯金属冠、区分番号M016-2に掲げる小児保隙装置 及
び 、区分番号M016-3に掲げる既製金属冠及び区分番号M017-2に掲げる高強度硬質レジンブリッジであ
り、仮封セメント、ストッピング、テンポラリークラウン、リテイナー等は含まれない。なお、同一歯について 2個以上
の歯冠修復物（支台築造を含む。）又は欠損補綴物の除去を一連に行った場合においては、主たる歯冠修復
物（支台築造を含む。）又は欠損補綴物の除去に対する所定点数のみを算定する。



1021 根管内異物除去

1 根管内異物除去

第2章特掲診療料第8部処置

150点 l十壬堕堕璽竺ー加算 400点
要施設基準

・根管内異物除去に手術用顕微鏡加算の新設
・歯CTと手術用顕微鏡を用いた場合に算定可
・歯根の長さのうち、 根尖側1/2以内に残留する異物が対象

＜告示＞
注別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医
療機関において、歯科用 3次元エックス線断層撮影装置及び手術用顕微鏡を用いて根管内異物除
去を行った場合に、手術用顕微鏡加算として、 400点を所定点数に加算する。なお、第 4 部に掲げる
歯科用 3 次元エックス線断層撮影の費用は別に算定できる。

く留意事項通知＞
(4) 手術用顕微鏡加算は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生

67 

（支）局長に届け出た保険医療機関において、歯の根管内に残留する異物を歯科用 3 次元エックス線断
層撮影装置を用いて得られた画像診断の結果を踏まえ、手術用顕微鏡を用いて除去を行った場合に算
定する。なお、歯根の長さの根尖側 2分の 1 以内に達しない残留異物を除去した場合は算定できない。

第2章特掲診療料第8部処置

1029 周術期等専門的口腔衛生処置

＜告示＞
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注 2 1 について、区分番号 B000-8に掲げる周術期等口腔機能管理料(m)を算定した患者
に対して、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が専門的口腔清掃を行った場合に、区分番号
B000-8に掲げる周術期等口腔機能管理料(m)を算定した日の属する月において、月+ 2回
に限り算定する。
注 5 周術期等専門的口腔衛生処置 1 又は周術期等専門的口腔衛生処置 2 を算定した日
の属する月において、区分番号 I 029-2に掲げる在宅等療養患者専門的口腔衛生処置 及び、
区分番号 I 030に掲げる機械的歯面清掃処置及び区分番号1030-2に掲げる非経口摂取患
者口腔粘膜処置は、別に算定できない。

1029-2 在宅等療養患者専門的口腔衛生処置

＜告示＞
注 3 在宅等療養患者専門的口腔衛生処置を算定した日の属する月において、区分番号 I
030に掲げる機械的歯面清掃処置及び区分番号 I 030-2に掲げる非経口摂取患者口腔粘
膜処置は、別に算定できない。

68 
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1030 機械的歯面清掃処置 (1 口腔につき）

改定前

機械的歯面清掃処置 68点

改定後

機械的歯面清掃処置 70点

G 

` ヽ

・歯清の点数の増点
・糖尿病の患者は従前の妊婦等と同じく月 1 回算定可になったが、医科からの文書
による診療情報提供が必要

レセプト摘要欄記載

第2章特掲診療料第8部処置

1030 機械的歯面清掃処置 (1 口腔につき）

＜告示＞

69 

70 

注 1 （略）ただし、区分番号AOOOに掲げる初診料の注 6 、区分番号A002に掲げる再診料の注 4 若しくは区分番号
coooに掲げる歯科訪問診療料の注 6 に規定する加算を算定する患者、 又は 妊婦又は他の保険医療機関（歯科診
療を行う保険医療機関を除く。）から文書による診療情報の提供を受けた糖尿病患者については月 1 回に限り算定する。
注 2 区分番号 B000-4に掲げる歯科疾患管理料の注10に規定する加算、区分番号 I 011-2に掲げる歯周病安定期
治療(I)、区分番号 I 011-2-2に掲げる歯周病安定期治療(II)、区分番号 I 011-2-3に掲げる歯周病重症化予防
治療、 妥ほ 区分番号 I 029-2に掲げる在宅等療養患者専門的口腔衛生処置又は区分番号 I 030-2に掲げる非経
口摂取患者口腔粘膜処置を算定した月は算定できない。

く留意事項通知＞
(1) （略）また、区分番号 I 011-2に掲げる歯周病安定期治療(I)、区分番号 I 011-2-2に掲げる歯周病安定期治
療(1I)、区分番号 I 011-2-3に掲げる歯周病重症化予防治療又は区分番号 B000-4に掲げる歯科疾患管理料の「注
10」に規定するエナメル質初期う蝕管理加算を算定した月は算定できない。
(2) 歯科診療特別対応加算又は初診時歯科診療導入加算を算定した患者、 又ほ妊娠中の患者又は糖尿病の患者に
ついては、月 1 回に限り算定する。
(4) 糖尿病の患者に対して別の医科の保険医療機関の担当医からの情報提供に基づき当該処置を行った場合は、情報
提供の内容及び担当医の保険医療機関名等について診療録に記載又は提供文書の写しを添付する。また、診療報酬
明細書にその旨を記載する。
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1030-2 非経口摂取患者口腔粘膜処置

非経口摂取患者口腔粘膜処置 (1口腔につき） 100点

71 

剥離上皮膜の状態
保湿剤（ジェルなど）とスポンジブラシ
などを使用して、丁寧に除去する

G 

r
 
・対象は経管栄養等を必要とする経口摂取が困難な患者
・歯科医師又は主治の歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔の剥離上皮膜の除去を行った場
合に算定
•月 2 回算定可
・併算定不可の項目は、 P処、 SC、 SRP、 PCur、 SPT、 P重防、 P基処、術口衛、在口衛、歯清
・（状態）病名は、「口腔剥離上皮膜」

ヽ
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1030-2 非経口摂取患者口腔粘膜処置

＜告示＞
注 1 経口摂取が困難な患者に対して、歯科医師又はその指示を受けた歯科衛生士が口腔粘膜処置等を
行った場合に、月 2 回に限り算定する。
注 2 非経口摂取患者口腔粘膜処置を算定した月おいて、区分番号 I 010に掲げる歯周疾患処置、区分
番号 I 011に掲げる歯周基本治療、区分番号 I 011-2に掲げる歯周病安定期治療(I)、区分番号 I
011-2-2に掲げる歯周病安定期治療(n)、区分番号 I 011-2-3に掲げる歯周病重症化予防治療、区
分番号 I 011-3に掲ける歯周基本治療処置、区分番号 I 029に掲ける周術期等専門的口腔衛生処置、
区分番号 I 029-2に掲げる在宅等療養患者専門的口腔衛生処置及び区分番号 I 030に掲げる機械的
歯面清掃処置は別に算定できない。

く留意事項通知＞
(1) 非経口摂取患者口腔粘膜処置は、歯科医師又はその指示を受けた歯科衛生士が、口腔衛生状
態の改善を目的として、口腔清掃用具等を用いて、口腔の剥離上皮膜の除去を行った場合に算定する。
(2) 当該処置の対象患者は、経管栄養等を必要とする、経口摂取及び患者自身による口腔清掃が
が困難な療養中の患者であって、口腔内に剥離上皮膜の形成を伴うものをいう。
(3) 主治の歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、患者に対して当該処置を行った場合は、主治の
歯科医師は当該歯科衛生土の氏名を診療録に記載する。



特掲診療料

第9部手術

‘：●抜歯等手術に係る麻酔薬剤料の算定
.，●抜歯手術（埋伏歯）の点数引き上げ (+4点）並びに加算点数の引き上げ・(+20点）．
'●●下顎骨悪性腫瘍手術（切断）の点数引き上げ
'●●顎関節授動術（単独の場合） ． (440点）の新設
'●デブリー・・ドマンの点数引き上げ (+200点、十720点）．．
●遊離皮弁術（顕微鏡下血管柄付きのもの）の点数引き上げ (+. 2000点）
●遊離複合組織移植術（顕微鏡下血管柄付き） （＋4000点） ・
●●気管切開術の点数引き上げ (+510点） ：気管切開孔閉鎖術の点数引き上げ (+· 210点）
●広範囲顎骨支持型装置埋入手術の適応症例拡大
、●超音波切削機器加算の新設 (1000点） ． ' . 
'●口腔粘膜蛍光観察評価加算の新設(200点）
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手術の通則の見直し
く手術の通則＞

注 4 手術当日に行われる手術（自己血貯血を除く。）に伴う処置（区分番号 I 017に掲ける口腔内装
置、 及び 区分番号 I 017-1-4に掲げる術後即時顎補綴装置及び I 017-3に掲げる顎外固定を除
く。）、検査における診断穿刺・検体採取及び注射の手技料は、特に規定する場合を除き、術前、術後を
問わず算定できない。 （略）

＜告示＞
注11 手術の所定点数は、当該手術に当たって、 涅潤麻酔又は簡単な伝達麻酔を行った場
合の費用を含む。 ただし、麻酔に当たって使 た薬剤の薬価は、別に厚生労働大臣の定めるところに
より算定できる。

ユ急化Per 67 PerAA 可 Perico HRT 後出血

OA十オーラ注Ct1mlx 2 本 16点 OA十キシロカインCt1.8ml 10点 OA十オーラ注Ct1ml 9点抜歯手術 155点 I I 口腔内消炎手術 230点 I I 後出血処置 470点

OA十オーラ注歯科用Ct 1ml 9 点 1 6 点

OA＋歯科用キシロカインCt 1.8ml 1 0 点 1 8 点

OA十歯科用シタネストーオクタプレシンCt 1.8ml 1 0 点 1 7 点

OA＋スキャンドネストCt 1.8ml 1 6 点 3 0 点
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JOOO 抜歯手術 (1歯につき）

改定前 改定後

4 埋伏歯 1,050点 4 埋伏歯 1,054点

+ + 
下顎完全・下顎水平埋伏智歯加算

100点
下顎完全・下顎水平埋伏智歯加算

120点

く留意事項通知＞
(8) 抜歯の際、 浸潤 局所 麻酔は、当該抜歯手術の所定点数に含まれ別に算定できない。
ただし、抜歯のための術前処置として手術野の消毒・麻酔等を行い、抜歯の態勢に入ったが、
患者の急変によりやむを得ず抜歯を中止した場合は、抜歯手術は算定できないが、麻酔料は
別に算定できる。
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J039 上顎骨悪性腫瘍手術

＜菖意事項通知＞
上顎骨に生ずるエナメル上皮腫に対する手術について、悪性腫瘍手術に準じて行った場合は、「 2 切除」
又は「 3 全摘」の各区分により算定して差し支えない。

J042 下顎骨悪性腫瘍手術

改定前

1 切除 40,360点
2 切断 64,590点

改定後

1 切除 40,360点
2 切断（おとがい部を含むもの） 79,270点
3 切断（その他のもの） 64,590点

く留意事項通知＞
下顎骨に生ずるエナメル上皮腫に対する手術について ほ 、 悪性腫瘍手術に準じて行った場合は、 「 1 切
除」から「3 切断（その他のもの）」までの各区分により算定して差し支えない。 するす また、単胞性工ナメル
上皮腫の手術の場合も同様に「 1 切除」から「3 切断（その他のもの）」までの各区分により算定して差し
支えない。 するす

J043 顎骨腫瘍摘出術
く留意事項通知＞

(1) 顎骨腫瘍摘出術とは、顎骨内に生じた良性腫瘍又は嚢胞（歯根嚢胞を除く。）を摘出する手術をいう。
(2) 下顎角部又は下顎枝に埋伏している下顎智歯を、口腔内より摘出を行った場合は、本区分により
算定する。 （ 1. 直径3センチメートル未満 2,820点 2 ．直径3センチメートル以上 13,390点）
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J080 顎関節授動術 (1歯につき）

改定前

1 徒手的授動術
イパンピングを併用した場合 990点
ロ関節腔洗浄療法を併用した場合 2,400点
2 顎関節鏡下授動術 10,520点
3 開放授動術 25,100点

改定後

1 徒手的授動術
イ単独の場合 に且且区_) 440点
ロパンピングを併用した場合 990点
ハ関節腔洗浄療法を併用した場合 2,40点
2 顎関節鏡下授動術 10,520点
3 開放授動術 25,100点

1留意事項通知＞

這凸認:;品認翌霜ニ閉鴛孟翌雪芦盟踪益翌孟『
複数回実施した場合も一
(2) （略）

JOS0-2 顎関節人工関節全置換術

l 顎関節人工関節全置換術
要施設基準

59,260点

[ 施設基準 l 
1 顎関節人工関節全置換術に関する施設基準
(1) 歯科口腔外科を標榜している病院であること。
(2) 関連学会から示されている指針に基づいた所定の研修を修了し、当該診療科についての 5 年以上の経験を有する常
勤の歯科医師が 1 名以上配置されていること。
2 届出に関する事項
顎関節人工関節全置換術に係る届出は別添 2 の様式56の8を用いること。
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]080-2 顎関節人工関節全置換術 要施設基準

顎関節人工関節全置換術 59,260点

[ 令和2年2月 5日中医協悶孟喜胃;:;i]は畠）（令和2年4月収載予定） ] 
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]080-2 顎関節人工関節全置換術 ~ I 要施設基準

様式 56 の 8

顎関節人工関節全置換術の施設基準に係る届出書添付書類

1 標榜診療科（施設基準に係る標榜科名を記入すること 。）

科

2 形成外科、耳鼻いんこう科又は歯科口腔外科の経験を 5 年以上有する医師の氏名等

診療科名 常勤医師の氏名 勤務時間 経験年数
所定の研修修了

年月日

時間 年

時間 年

時間 年

［記載上の注意］

1 「 2 」の形成外科、耳鼻いんこう科又は歯科口腔外科を担当する常勤医師の勤務時

間について 、 就業規則等に定める週あたりの所定労働時間（休憩時間を除く労働時間）

を記入すること。

2 「 2 」については、所定の研修の修了を証する文書の写しを添付すること。
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JO85 デブリードマン

改定前

1 100cm未満 1,020点
2 100c叫以上3,000c而未満 3,580点

改定後

1 100cm未満 1,260点
2 100cm以上3,000cm未満 4,300点

J093 遊離皮弁術（顕微鏡下血管柄付きのもの）
改定前 改定後

遊離皮弁術 92,460点 遊離皮弁術 94,460点

JO96 自家遊離複合組織移植術（顕微鏡下血管柄付きのもの）
改定前

自家遊離複合組織移植術 127,310点

]106 気管切開術
改定前

気管切開術 2,570点

J107 気管切開孔閉鎖術
改定前

気管切開孔閉鎖術 1,040点

改定後

自家遊離複合組織移植術 131,310点

改定後

気管切開術 3,080点

改定後

気管切開孔閉鎖術 1,250点
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J109 広範囲顎骨支持型装置埋入手術

1. ブリッジ形態の者 (3分の1顎につき） 20,000点
2. 床義歯形態の者 (1顎につき） 15,000点

・先天性疾患に起因しない 3歯以上の永久歯萌出不全等（埋伏歯開窓術を必要と
室るもの）＿ーに対する矯正治療は保険適用だが、 今回、 特イ術の適用になや

く留意事項通知＞
(5) 当該手術は、次のいずれかに該当し、従来のブリッンや有床義歯（顎堤形成後の有床義歯を含む。）で
は咀咽機能の回復が困難な患者に対して実施した場合に算定する。
イ腫瘍、顎骨骨髄炎、外傷等により、広範囲な顎骨欠損若しくは歯槽骨欠損症例（歯周疾患及び加齢に
よる骨吸収は除く。）又はこれらが骨移植等により再建された症例であること。なお、欠損範囲について、上顎に
あっては連続した 3 分の 1 顎程度以上の顎骨欠損症例又は上顎洞若しくは鼻腔への交通が認められる顎骨
欠損症例であり、下顎にあっては連続した 3 分の 1 顎程度以上の歯槽骨欠損又は下顎区域切除以上の顎
骨欠損であること。
ロ医科の保険医療機関（医科歯科併設の保険医療機関にあっては医科診療科）の主治の医師の診断に
基づく外胚葉異形成症等又は唇顎口蓋裂等の先天性疾患であり、顎堤形成不全であること。
ハ医科の保険医療機関（医科歯科併設の保険医療機関にあっては医科診療科）の主治の医師の診断に
基づく外胚葉異形成症等の先天性疾患であり、連続した 3 分の 1 顎程度以上の多数歯欠損であること。
二 6歯以上の先天性部分無歯症又は 3歯以上の前歯永久歯萌出不全（埋伏歯開窓術を必要とするも
のに限る。）であり、連続した 3分の 1 顎程度以上の多数歯欠振（歯科矯正後の状態を含む。）であること。

用例： 3 歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常（埋伏歯開窓術を必要とするものに限る。）
3 歯以上の永久歯萌出不全（前歯永久歯が 3 歯以上の萌出不全である場合に限る。）に起因した咬合異常
3 歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常
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]200-4-3 超音波切削機器加算

I 

J069 上顎骨形成術

図:-2 ;:悶言 |+1超音波切削機器加算 1,000点

＜告示＞
注区分番号]069 、 ]075及び]075-2に掲げる手術に当たって、超音波切削機器を使用した場合に加算
する。

]200-4-4 口腔粘膜蛍光観察評価加算
株式会社松風イルミスキャン．；

]018 繹性腫瘍手術 1 -fー に韮臼り四庄観察評価加算 200点 ' ぃ
＜告示＞

注区分番号]018に掲げる手術に当たって、口腔粘膜蛍光観察機器を使用した場合に加算する。

く留意事項通知＞
(1) 口腔粘膜蛍光観察評価加算は、画像等による口腔粘膜の評価を複数回実施するとともに、当該技術の
補助により手術が行われた場合に算定する。なお、撮影した対象病変部位の画像を診療録に添付又は電子媒
体に保存・管理するとともに所見を診療録に記載すること。
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第10部麻酔

ヽ ●静脈内鎮静法の点数引き上げ (+480点）I ●歯科麻酔管理料の新設 (750点）

83 

第2章特掲診療料第10部麻酔 ー84|

K003 静脈内鎮静法

改定前

静脈内鎮静法 120点

K004 歯科麻酔管理料

E藉扇酔管理料 750点
＜告示＞

改定後

静脈内鎮静法 600点

UL施設基準

⑳謳丁］

注別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、
当該保険医療機関の麻酔に従事する歯科医師（地方厚生局長等に届け出た者に限る。）が行った場合に算定する。

く留意事項通知＞
(1) 歯科麻酔管理料は、歯科麻酔を担当する歯科医師により、質の高い麻酔が提供されることを評価するものである。
(2) 歯科麻酔管理料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合している保険医療機関において、当該保険医療機
関の常動の専ら歯科麻酔を担当する歯科医師（地方厚生（支）局長に届け出ている歯科医師に限る。）が麻酔前
後の診察を行い、かつ、医科点数表の区分番号 L O 0 8 に掲げるマスク又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔を
行った場合に算定する。なお、この場合において、緊急の場合を除き、麻酔前後の診察は、当該麻酔を実施した日以外に
行われなければならない。
(3) 歯科麻酔を担当する歯科医師が、当該歯科医師以外の歯科医師と共同して麻酔を実施する場合においては、歯
科麻酔を担当する歯科医師が、当該麻酔を通じ、麻酔中の患者と同室内で麻酔管理に当たり、主要な麻酔手技を自ら
実施した場合に算定する。
(4) 歯科麻酔管理料を算定する場合には、麻酔前後の診察及び麻酔の内容を診療録に記載する。なお、麻酔前後の
診察について記載された麻酔記録又は麻酔中の麻酔記録の診療録への添付により診療録への記載に代えることができる。
(5) 歯科麻酔管理料について、「通則 3 」及び「通則 4 」の加算は適用しない。
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K004 歯科麻酔管理料 要施設基準

i 歯科麻酔管理料 750点
樟式 75 の 2

菌科麻酔管理料の詑設基準に係る雇出書添付書類

1 纂楕鯵痘科 （薦設基準に縁る樟榜科名を記入すること ．）

科

2 曾科麻酔について 2 年以上の経験を賓するとともに全身麻酔を 200在例以上及び静脈内

鎮＂法を 50 在例以上の経験を苓する常動の書科医鰤の氏名寄

常勤書租匿輝の氏名 勤務時間 経験年散
全n麻酔の 静誅内鎮静法の

絆＂症例数 経騒症例数

躊1111 年 例 例

時間 年 例 例

時間 年 例 例

［記戯上の注意］

1 r 2 」の動覆崎1111について、試纂頬則専に定める選あたりの所定労働疇1111 （休融躊

闇を鯰＜労働時閏） を記入すること ．

2 「 2 」については当該症例一覧 （宴誨年月日｀手術名、患者の性別、年齢、主病名 ）
を別添 2 の様式 52 又はこれに準じた様式 （経験症例敷が分かるもの） により溢付する

こと ．

3 ●科麻酔讐理料を算定するすぺての常動糟れ医鰤について記戴すること．

l 施設基準 l 
------- ---------------

(1) 歯科麻酔に係る専門の知識及び 2年以上の経験を有し、当該療養に習熟した医師又は歯科医
師の指導の下に、主要な麻酔手技を自ら実施する者として全身麻酔を200症例以上及び静脈内鎮静法
を50症例以上経験している常勤の麻酔に従事する歯科医師が 1 名以上配置されていること。
(2) 常勤の麻酔に従事する歯科医師により、麻酔の安全管理体制が確保されていること。
2 届出に関する事項
歯科麻酔管理料の施設基準に係る届出は、別添 2 の様式75の2を用いること。

特掲診療料

第11部慈濃寸線治療

I ●密封小線源治療の腔内照射の点数引き上げ ' 

86 
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L003 密封小線源治療

改定前

1 外部照射 80点
2 腔内照射
イ高線量率イリジウム照射を行った場合
又は新型コバルト小線源治療装置を用いた場合

10,000点
ロその他の場合5,000点
3 組織内照射
イ高線量率イリジウム照射を行った場合
又は新型コバルト小線源治療装置を用いた場合

23,000点
ロその他の場合 19,000点
4 放射性粒子照射（本数に関係なく） 8,000点

＜告示＞

改定後

1 外部照射 80点
2 腔内照射
イ高線量率イリジウム照射を行った場合
又は新型コバルト小線源治療装置を用いた場合

12,000点
ロその他の場合5,000点
3 組織内照射
イ高線量率イリジウム照射を行った場合
又は新型コバルト小線源治療装置を用いた場合

23,000点
口その他の場合 19,000点
4 放射性粒子照射（本数に関係なく） 8,000点

注 6 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険
医療機関において、放射線治療を専ら担当する常勤の歯科医師が画像誘導密封小線源治療(I GB 
T)(2 のイに係るものに限る。）を行った場合には、画像誘導密封小線源治療加算として、一連につき
1,200 錮 点を所定点数に加算する。

88 

特掲診療料

第12部歯冠修復及び欠損補綴
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MOOl 歯冠形成 (1歯につき）

改定前 改定後

1 生活歯歯冠形成 1 生活歯歯冠形成
イ金属冠 306点 イ金属冠 306点
ロ非金属冠 306点 ロ非金属冠 306点
ハ乳歯金属冠 120点 八 既製冠 120点
2 失活歯歯冠形成 2 失活歯歯冠形成
イ金属冠 166点 イ金属冠 166点
ロ非金属冠 166点
ハ乳歯金属冠 114点
3 高洞形成

ロ非金属冠 166点
｝＼ 既製冠 114点
3 高洞形成

イ単純なもの 60点 イ単純なもの 60点
ロ複雑なもの 86点 ロ複雑なもの 86点

く留意事項通知の変更＞
(7) 「 1 のハ既製冠」及び「 2 のハ既製冠」の既製冠とは、乳歯金属冠及びマ既成金属冠をいう。

.̀.LI:::. - =._, -． ..Lt::.~TT~M-':-f::./,―-日~,-+ r -1 /r¥ll m..L1:::. = 

乳歯金厩冠」に準じて算定する。
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M001-2 う蝕歯即時充填形成 (1歯につき）

改定前

う蝕歯即時充填形成 (1 歯につき） 126点

M002-2 支台築造印象 (1歯につき）

改定前

支台築造印象 (1 歯につき） 32点

M003 印象採得

—:,I 
改定後

う蝕歯即時充填形成 (1 歯につき） 128点

改定後

支台築造印象 {1 歯につき） 34点

く留意事項通知＞
(4) その他の印象採得は、次により算定する。イ「 1 の口連合印象」は、金属歯冠修復、レジン前装
金属冠、 非金属歯冠修復、硬質レジンジャケット冠及びCAD/CAM冠において連合印象又は各個
トレーを用いて行ったものが該当する。
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M003-3 咬合印象

咬合印象 (1歯につき） 140点

＜告示＞
注保険医療材料料は、所定点数に含まれる。

く留意事項通知＞

医療技術評価・再評価提案書より

咬合印象とは、在宅等において療養を行っている通院困難な患者に対し、臼歯部における垂直的咬合関
係を有する臼歯の歯冠修複（珀吐六単独冠に限る。）に対して、歯科用シリコーン印象材を用いて咬合印
象を行った場合をいう。なお、当該処置を行った場合、区分番号M006に掲ける咬合採得は所定点数に含
まれ別に算定できない。

※乳幼児、著しく歯科診療が困難な者、歯科訪問診療料を算定する患者に対する加算は、いずれも
70/100 （第 12部歯冠修復及び欠損補綴通則 7 及び通則11)
※咬合印象（全身麻酔下で行うものを除く。）を行うに当たって、必要な医療管理を行った場合に在宅患者
歯科治療時医療管理料(1 日につき）を算定することができる。
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MOOS 装着

＜告示＞
注 2 接着ブリッジを装着する際に、歯質に対する接着性を向上させることを目的に内面処理
を行った場合は、内面処理加算 2 として、接着冠ごとに45点を所定点数に加算する。

く留意事項通知＞
(6) 「注 1 」の内面処理加算 1 とは、 CAD/CAM冠又は高強度硬質レジンブリッジを装着する際
に、直L質に対する接着力を向上させるために行うアルミナ・サンドブラスト処理及びシランカップリング処
理等をいう。なお、当該処理に係る保険医療材料等の費用は、所定点数に含まれる。

(7) 「注 2 」の内面処理加算 2笈；日：テ元5日扇元：：為歯質に対する接着力を向上さ
せるために行うアルミナ・サンドブラ 及び金属接着性°― 一処理等をいう。なお、当該処
理に係る保険医療材料等の費mIOヽ III~示巫I\... i:::::1 0--'I し～゜

・装着150点＋内面処理加算45点（接着冠ごとに算定）
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M009 充填 (1歯につき）

改定前 改定後

1 充填 1 1 充填 1
イ単純なもの 104点 イ単純なもの 106点
ロ複雑なもの 156点 口複雑なもの 158点
2 充填 2 2 充填 2
イ単純なもの 59点 イ単純なもの 59点
ロ複雑なもの 107点 ロ複雑なもの 107点

く留意事項通知＞
(8) 歯冠部の唇側歯質が十分に残存している前歯部の失活歯に対して充填を行うに当たり、歯冠部の
破折の防止を目的として、複合レジン（築造用）及ひと併せモファイバーポスト（支台築造用）又は複合レジ
ン（築造用）及ひ召井せモスクリューポスト（支台築造用）を併用した場合は、区分番号M002に掲げる支
台築造の「 2 直接法」のそれぞれの区分に従い算定する。またこの場合、区分番号MOOlに掲げる歯冠形
成の「 3 窟洞形成」及び充填をそれぞれの区分に従い算定する。

Ci 
山 ・歯冠部の唇側歯質が十分に残存している迂仁色の既根充歯に充填する蛤の算定（例）

3 3 

（例 1) KP60点＋充填106点＋充填材料料＋ ファイバーコア（ポスト 1 本）

（例 2) KP86点＋充填158点＋充填材料料 + レジンコア（スクリューポスト）

` 
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M015 非金属歯冠修復 (1歯につき）

改定前

1 レジンインレー
イ単純なもの
ロ複雑なもの
2 硬質レジンジャゲット冠

104点
156点
768点

改定後

1 レジンインレー
イ単純なもの
口複雑なもの
2 硬質レジンジャゲy卜冠

-124点
176点
768点
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M015-2 CAD/CAM冠

・歯CADの対象部位が、百百5 から§十旦
616 

く留意事項通知＞

に拡大

(2) CAD/CAM冠は以下のいずれかに該当する場合に算定する。
イ小臼歯に使用する場合
ロ上下顎両側の第二大臼歯が全て残存し、左右の咬合支持がある患者に対し、過度な
咬合圧が加わらな凶易合等において 干~ 第一大臼歯に使用する場合
ハ歯科用金属を原因とする金属アレルギーを有する患者において、大臼歯に使用する場合
（医科の保険医療機関又は医科歯科併設の医療機関の医師との連携のうえで、診療情
報提供（診療情報提供料の様式に準じるもの）に基づく場合に限る。）

1 歯冠修復及び欠損補綴の部に規定する特定保険医療材料の取扱い CAD/CAM冠用材料 I 

(1) CAD/CAM冠用材料(I)及び(]I ）は小臼歯に使用した場合に限り算定できる。
(2) CAD/CAM冠用材料(m)は大臼歯に使用した場合に限り算定できる。
(3) CAD/CAM冠用材料(m)を大臼歯に使用した場合は、製品に付属している使用した材料
の名称及びロット番号等を記載した文書（シール等）を保存して管理すること（診療録に貼付する
等）。
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M016 乳歯冠 (1歯につき）
く留意事項通知＞

(1) 「 1 乳歯金属冠」とは、 乳歯に対する既製の金属冠をいう。
(2) 乳歯金属冠を装着するに当たっては、次により算定する。
イ歯冠形成を行った場合は 1 歯につき、生活歯の場合は区分番号MOOlに掲げる歯冠形成の
「 1 のハ 乳速｝ 既製 金属 冠」を、失活歯の場合は区分番号MOOlに掲げる歯冠形成の「 2 のハ
麟既製 金属 冠」を算定する。
ロ印象採得を行った場合は 1 歯につき、区分番号M003に掲げる印象採得の「 1 のイ単純印
象」を算定し、咬合採得を行った場合は、区分番号M006に掲げる咬合採得の「 1 歯冠修復」
を算定する。
ハ装着した場合は、 1 歯につき区分番号MOOSに掲げる装着の「 1 歯冠修復」及び保険医療
材料料を算定する。
(3) 略

IF  - ~,- ..U::. ＝—冑ノ ／一ー 13~、 で7..u::. =—` 日ノ
ーし

に準じて箕定する。

M016-2 小児保隙装置
く留意事項通知＞

(1) 略
(2) 小児保隙装置を装着するに当たっては、次により算定する。
イ歯冠形成（バンドループを除く。）を行った場合は 1 歯につき、生活歯の場合は区分番号M
001に掲げる歯冠形成の「 1 のハ 乳歯 既製 金属 冠」を、失活歯の場合は区分番号M001に掲
げる歯冠形成の「 2 のハ 乳歯 既製 金属 冠」を準用する。
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230 17 、 10 、
乳歯金属冠 乳歯金属冠（既製の金属冠）

(330) 
120 114 直接法の場合 45 12 、 4

は算定不可

230 17 、 10

乳歯ジャゲy 卜冠
392 

306 166 32 I 18 45 17, 11 、
(587) 12, 4 

乳歯金属冠以外の乳歯冠
430 

306 166 充填用材料 I
(625) 

（※永久歯の前歯部も算定可） CRジャケット冠
クラウンフォームのビニールキャップ使用の

充填用材料 1I
405 為算定不可

(600) 
306 166 

く改定後のM016 乳歯冠＞
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230 45 17 、 10 、
乳歯金属冠 既製冠 (330) 120 114 直接法の場合 12、 4

230 17 、 10

は算定不可

392 I 17 、 11 、乳歯金属冠以外の乳歯冠 乳歯ジャケy卜冠 (587) 306 166 32 18 45 12、 4

430 
乳歯金属冠以外の乳歯冠 充填用材料 I (625) 306 166 クラウンフォームのビニールキャップ使用の

CRジャゲy 卜冠 為算定不可
（※永久歯の前歯部も算定可） 充填用材料 II 4os 306 166 

(600) 
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M016-3 既製金属冠
・バーマクラウン (H30.12月 C2期中収載）
「乳歯冠の3 永久歯金属冠」→「既製金属冠」

既製金属冠 (1歯につき） 200点

く留意事項通知＞
(1) 既製金属冠とは、永久歯に対する既製の金属冠をいう。
(2) 既製金属冠を装着するに当たっては、次により算定する。
イ歯冠形成を行った場合は 1 歯につき、生活歯の場合は区分番号MOOlに掲げる歯冠形成の

「 1 のハ既製冠」を、失活歯の場合は区分番号MOOlに掲げる歯冠形成の「 2 のハ既製冠」を
算定する。
ロ印象採得を行った場合は 1 歯につき、区分番号M003に掲ける印象採得の「 1 のイ単純印
象」を算定し、咬合採得を行った場合は、区分番号M006に掲げる咬合採得の「 1 歯冠修復」
を算定する。
ハ装着した場合は、 1 歯につき区分番号MOOSに掲ける装着の「 1 歯冠修復」を算定する。

既製金属冠 17、 10 、 12 、 4
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M017 ポンティック (1歯につき）

改定前

ポンティック (1 歯につき） 434点

注レジン前装金属ポンティックを製作した
場合は、その部位に応じて次に掲げる点
数を所定点数に加算する。
イ前歯部の場合
ロ小臼歯部の場合
ハ大臼歯部の場合

746点
200点
50点

改定後

ポンティック (1 歯につき） 434点

注レジン前装金属ポンティックを製作した
場合は、その部位に応じて次に掲げる点
数を所定点数に加算する。
イ前歯部の場合
口小臼歯部の場合
）＼大臼歯部の場合

746点
200点
60点

|――一＿ —- 第2章特掲診療料第12部歯冠修復及ひ‘欠損補綴 100| 

M018 有床義歯

改定前

1 局部義歯 (1 床につき）
イ 1 歯から 4 歯まで
ロ 5 歯から 8 歯まで
ハ 9 歯から11歯まで
二 12歯から14歯まで
2 総義歯 (1 顎につき）

584点
718点
954点

1,382点
2,162点

改定後

1 局部義歯 (1 床につき）
イ 1 歯から 4歯まで
口 5 歯から 8歯まで
)¥ 9 歯から11歯まで
二 12歯から14歯まで
2 総義歯 (1 顎につき）

588点
724点
962点

1,391点
2,172点

く留意事項通知＞
(13) 新たに有床義歯を製作する場合は、原則として前回有床義歯を製作した際の印象採得を
算定した日から起算して6カ月を経過した以降に、新たに製作する有床義歯の印象採得を行うもの
とする。ただし、次に掲げる場合であって、新たに有床義歯を製作する場合はその限りではない。
イ他の保険医療機関において、 6カ月以内に有床義歯を製作していないことを患者に確認した場合
口 千 遠隔地への転居のため通院が不能になった場合
ハ 日 急性の歯科疾患のため喪失歯数が異なった場合
ニ ハ 認知症を有する患者や要介護状態の患者であって、義歯管理が困難なために有床義歯が
使用できない状況（修理が困難な程度に破折した場合を含む。）となった場合
ホ 三 その他特別な場合（災害又は事故等）
この場合において、新たに有床義歯を製作する理由を診療録に記載すること。なお、 二 A 又はホ 三 の理由に
よる場合は、該当する記号及び具体的な内容を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。（略）

l ・イロ）＼は摘要欄記載必要なし
曇
一
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M019 熱可塑性樹脂有床義歯

改定前 改定後

1 局部義歯 (1 床につき） 1 局部義歯 (1 床につき）
イ 1 歯から 4 歯まで 652点 イ 1 歯から 4歯まで 642点
ロ 5 歯から 8 歯まで 878点 _ 口 5 歯から 8歯まで 866点
ハ 9 歯から11歯まで 1,094点 一 )¥ 9 歯から11歯まで 1,080点
二 12歯から14歯まで 1,712点 ー· 二 12歯から14歯まで 1,696点
2 総義歯 (1 顎につき） 2,772点 _ 2 総義歯 (1 顎につき） 2,704点

M020 鋳造鉤 (1個につき）

改定前 改定後

1 双子鉤 246点 1 双子鉤 251点
2 二腕鉤 228点 2 二腕鉤 231点

M021 線鉤 (1個につき）

改定前 改定後

1 双子鉤 212点 1 双子鉤 220点
2 二腕鉤（レストつき） 152点 2 二腕鉤（レストつき） 152点
3 レストのないもの 132点 3 レストのないもの 132点
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M021-2 コンビネーション鉤 (1個につき）

゜
く留慮事項通知＞

(1) コンビネーション鉤とは、二腕鉤にそれそれ鋳造鉤と線鉤を組み合わせて製作したものをいう。
(2) (1)の規定に関わらず、線鉤と鋳造レストを組み合わせて製作した場合、本区分により算

定して差し支えない。

M023 バー (1個につき）

改定前

1 鋳造バー 450点
2 屈曲バー 260点

医療技術評価・再評価提案書より

改定後

1 鋳造Jt'- 454点
2 屈曲Jt'- 264点
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M025 口蓋補綴、顎補綴 (1顎につき）

く留意事項通知＞
(4) 「（ 1)のイ腫瘍、顎骨嚢胞等による顎骨切除に対する口蓋補綴装置又は顎補綴装置」とは、腫瘍、顎骨嚢胞等によ
る顎骨切除を行った患者に対して構音、咀咽及び喋下機能の回復を目的に製作する装置をいう。 なお、新製時に必要に応じ
て区分番号M030に掲げる有床義歯内面的合法に用いる義歯床用軟質裏装材を用いて口蓋補綴又は顎補綴（義歯を伴
う場合を含む。）を製作して差し支えない。この場合は、新製した口蓋補綴又は顎補綴の装着時に、区分番号M030に掲げ
る有床義歯内面的合法の「 2 軟質材料を用いる場合」を「注 2 」の規定により別に算定して差し支えない。また、口蓋補綴
又は顎補綴の保険医療材料料とは別に区分番号M030に掲げる有床義歯内面的合法の特定保険医療材料を算定する。

M026 補綴隙 (1個につき）

改定前

補綴隙 (1 個につき） 60点

M029 有床義歯修理 (1床につき）

改定前

有床義歯修理 (1 床につき） 240点

く留意事項通知＞

改定後

補綴隙 (1 個につき）

改定後

65点

有床義歯修理 (1 床につき） 252点

(2) ~ 日へ—ヽ ー｀｀ ー _—- Elム↓羊__.. /=V,,1/L.V✓/'-....l.-=.I ~,lf'/1/L.IL. l.)<.../LJV/L. ヽ

:../- 刃 -El-6.. 羊 11ヽ一←←~ ^ ん←__.. 、ヽヽ、 。 人工歯し し

が脱落した際又は抜歯後に旧義歯の増歯を行う際に、新たに人工歯を用いて有床義歯の修理を行った場合には、人工歯
料を別に算定して差し支えない。
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M030 有床義歯内面適合法

＜告示＞
注 1 2 については、下顎総義歯又は区分番号M025に掲げる口蓋補綴、顎補綴に限る。

く留意事項通知＞
(2) 「 2 軟質材料を用いる場合」は、顎堤の吸収が著しい又は顎堤粘膜が罪薄である等、硬
質材料による床裏装では症状の改善が困難である下顎総義歯患者又は区分番号M025に掲
げる口蓋補綴、顎補綴の（ 1 ）のイに規定する装置（義歯を伴う場合を含む。）による補綴を行い、
有床義歯装着後、当該義歯不適合の患者に対して、義歯床用軟質裏装材を使用して間接法
により床裏装を行った場合に算定する。なお、「 2 軟質材料を用いる場合」の算定に当たっては、
顎堤吸収の状態、顎堤粘膜の状態等、症状の要点及び使用した材料名を診療録に記載する。
(4) 旧義歯において顎堤の吸収が著しい又は顎堤粘膜が罪薄である等により、「 2 軟質材料を
用いる場合」を算定した患者に対して新たな有床義歯、口蓋補綴又は顎補綴を製作する場合に
おいて、引き続き軟質材料を用いることが必要な場合は、新製時に義歯床用軟質裏装材を用い
て総義歯、口蓋補綴又は顎補綴を製作して差し支えない。ただし、同じ特定保険医療材料を使
用する場合に限る。この場合において、新製有床義歯装着時に、当該区分を「注 2 」の規定によ
り別に算定して差し支えない。また、有床義歯の特定保険医療材料料とは別に当該区分の特定
保険医療材料料を算定する。
(8) 区分番号M025に掲げる口蓋補綴、顎補綴の（ 1 ）のイに規定する装置（義歯を伴う場合
を含む。）による補綴を行い、有床義歯装着後、当該義歯不適合のため硬質材料を用いて床裏
装を行った場合は、「 1 の口総義歯」により算定する。



特掲診療料

第13部歯科矯正

I ●別に厚生労働大臣が定める疾患の拡大 I 

第2章特掲診療料第13部歯科矯正

通則7 別に厚生労働大臣が定める疾患の追加（追加された疾患名のみ掲載）

く歯科矯正の通，IJ>
7 別に厚生労働大臣が定める疾患とは、次のものをいっ。
(23)顔面裂 （横顔裂、斜顔裂及び正中顔裂を含む。）
(34) 頭蓋骨癒合症（クルーゾン症候群及び7 尖頭合指症を含む。）
(41) 6 歯以上の先天性部分 任扮 無歯症
(45) ポリエックス症候群 (XXX 症候群、 xxxx 症候群及び xxxxx 症候群を含む。）
(53) 線維性骨異形成症
(54) スタージ・ウェーバ症候群
(55) ケルビズム
(56) 偽性副甲状腺機能低下症
(57) Ekman-Westborg-Julin 症候群
(58) 常染色体重複症候群
（臼 59) その他顎・ロ腔の先天異常
8 7 の(-53 59)のその他顎・ロ腔の先天異常とは、 （略）

N002 歯科矯正管理料

＜告示の見直し＞

105 

105 

106 

注 2 区分番号 B000-4に掲ける歯科疾患管理料、 区分番号 B000-4-2に掲ける小児口腔機能管理
料、区分番号 B 000-4-3に掲げる口腔機能管理料、 区分番号 B000-6に掲げる周術期等口腔機能管
理料(I)、区分番号 B000-7に掲ける周術期等口腔機能管理料(II)、区分番号 B000-8に掲ける周
術期等口腔機能管理料(m)又は区分番号COOl-3に掲げる歯科疾患在宅療養管理料を算定している
患者に対して行った歯科矯正管理の費用は、別に算定できない。
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特掲診療料

第14部病理診断

I ●病理診断施設の診療所対応の明確化 l 

第2章特掲診療料第14部病理診断

0000 口腔病理診断料（歯科診療に係るものに限る。）

108 

＜告示＞
注 1 1 については、病理診断を専ら担当する歯科医師又は医師が勤務する病院又は若しくは病理診断を
専ら担当する常勤の歯科医師若しくは又は医師が勤務する診療所である保険医療機関において、医科点
数表の区分番号NOOOに掲ける病理組懺標本作製、医科点数表の区分番号NOOl に掲ける電子
顕微鏡病理組織標本作製、医科点数表の区分番号N002 に掲げる免疫染色（免疫抗体法）病理
組織標本作製若しくは医科点数表の区分番号N003 に掲げる術中迅速病理組織標本作製により作製
された組織標本（医科点数表の区分番号NOOOに掲げる病理組織標本作製又は医科点数表の区分
番号N002に掲げる免疫染色（免疫抗体法）病理組織標本作製により作製された組織標本のデジタ
ル病理画像を含む。）に基づく診断を行った場合又は当該保険医療機関以外の保険医療機関で作製され
た組織標本（当該保険医療機関以外の保険医療機関で医科点数表の区分番号NOOOに掲げる病
理組織標本作製又は医科点数表の区分番号N002 に掲げる免疫染色（免疫抗体法）病理組織標
本作製により作製された組織標本のデジタル病理画像を含む。）に基づく診断を行った場合に、これらの診
断の別又は回数にかかわらず、月 1 回に限り算定する。

注 2 2 については、病理診断を専ら担当する歯科医師又は医師が勤務する病院又は若しくは病理診断を
専ら担当する常勤の歯科医師若しくは又は医師が勤務する診療所である保険医療機関において、医科点
数表の区分番号 N 003-2に掲ける迅速細胞診、医科点数表の区分番号 N004に掲げる細胞診の 2 によ
り作製された標本に基づく診断を行った場合又は当該保険医療機関以外の保険医療機関で作製された標
本に基づく診断を行った場合に、これらの診断の別又は回数にかかわらず、月 1 回に限り算定する。

l •病院のみでなく診療所でも病理診断が可能になった 鼻
―
―
―
―
―
―
―
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その他

●新規歯科医療技術の保険収載
●か強診・歯援診 2の経過措置 '
●歯援診と歯科訪問診療料の注13の届出
●ニッケルクロムの経過措置
●主な点数増減項目
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新規歯科医療技術の保険収載
●顎闘鰤受馳緬
•口董襦編・顎襦編譲■の軟質材綱の適用
●厚労大臣が定める素患に国因した咬合属
常に傷る遍応霙の鉱大

●三叉神緩ニューロバチーの糟素患
●顎闘鰤人工胃鰤金.鯛緬
•J:顎エナメル賣上皮糧手緬
●下顎脅憲性.欄手緬
•J:顎骨形鴫鍾びに下顎骨形膿緬における
趨言濃切剛機曇鯛算

●神経再生欝導手緬
●鵬染瀑讐処■の珊点
●薗冠●複暢又は襦編壽の諭去
●麻酔讐珊綱
●在宅鴫の臼薗単鶏冠へのシリコーンゴムEP
象材による咬合印象法

●接着プリッジ纏着綱内園処珊繍算
●繊鰐二の鱒遣レストの算定
●失活鶴饂充填の薗娼●としての築造
•口麟貼鵬の蛍光観軍檎董、口監粘鵬疾
患の電子的鯵憲情輻評鍾輯

●趨欝度壇伏饂錮薗
●筋電計による繭釘』り檎董

●象牙質レジンコーティング法

新規技術

•’ 

先進技術

保険外併用
療養費制度
（評価療養）か
らの導入

T — 

• 2( ,\ 9 / ｀で

X線 CT及ひ手術用顕微鋲を
余手術

苫
CAD·CAMを用いた八イフ
リッドレジン歯冠補綴

• 2011/3/1 
有床義歯補松における総合的咬
合・咀明機能検行

• 2012/12/1 
グラスファイ八ー補強砧強度

フリッシ
• 2016/1/1 
骨髄由来間葉系細胞を使用した
顎骨再生療法

メーカー等からの機器・い材料の保険収載申請
（区分C2) GCファイ八ーポスト (GC) 
（区分 B) GCファイバーポストN (GC) 

ファイバークリアポスト 4X （ペントロンジャパン）
ホワイトポスト （デントレード）

（区分C2) CAD/CAM冠の大臼歯

適応拡大（セラスマート 3 0 0) 

（区分C2)パーマクラウン（モリタ上杢297円）
（区分c2) ）＼イブリッドコート II （サンメディカJI,) ---
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か強診と歯援診2 の経過措置

【経過措置が 3/3 1 で終了します】
か強診、歯援診 2 を令和 2 年 4 月 1 日以降も算定する場合は、 令和 2 年 3 月 3 1 日までに
地方厚生（支）局各事務所に届出することが必要です。
特に -.，，...マ．． はお早めに受講してください。

【届出に必要な要件を満たす追加研修】
かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（か強診） 在宅療養支援歯科診療所（歯援診 2)

‘'-..... --、―`•一、一./ 
②歯周疾患管理 (SPT含む）
③口腔機能管理（以下のいずれか 1 つ以上）

・ロ腔機能低下症
・ロ腔機能発達不全症
・全身的な疾患を有する患者の口腔機能管理等
（·-高齢者の心身の特性・緊急時の対応等」に

詳細は、ご所属の歯科医師会にお問合せください。

過去に受講した研修については、原則として届出前の過去 3 年間が有効となります
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歯援診と歯科訪問診療料の注13 の届出

歯援診の届出を辞退する医療機関で、歯科訪問診療を実施
する場合は、「歯科訪問診療料の注13に係る届出（様式21
の 3 の 2) 」を忘れずに届け出て下さい。

「歯援診」もしくは「歯科訪問診療料の注13に係る届出」をして
いない医療機関が、訪問診療を実施した場合は、歯科訪問診
療料の注13に規定される点数（初診の場合234点、再診の
場合45点）で算定することとなります。

く参考＞
cooo 歯科訪問診療料
1 歯科訪問診療1 1,100点
2 歯科訪問診療2 361点
3 歯科訪問診療3 185点

注13 1 から 3 までについて、在宅療養支援歯科診療所 1 又は在宅療
養支援歯科診療所 2 以外の診療所であって、別に厚生労働大臣が定
める基準を満たさないものにおいては、次に掲げる点数により算定する。
イ初診時 261点
口再診時 53点

血ZI の 3"2

．粕訪胃彗鵞料の注 13 に攘定する基學の筆誼基準に慎る羅出書涵付書類

含籾＂屁S凛の実鑢U況 （麗出蔚 1 月 111(/)実鑓）

配Nums金の患書壼 d) 人

外筆の蘊書鎗 っ 人

鑽械U閾鰺量を寓亀Lt,曇暑懺の劉會 Tじ a:J."4') :_•· •W
濱 9りが 0. ％零瀑である鴫會 皇窪暴畢に董會

！配畢上の注意

• ,1について11. 宣鼻’"匹翼 9●鋼饂亨•9 、 2 遍しく は •'"'重囀b・直I庫＂っエ 13"
菫菖鴫J 辺しくは“' nm』) eにたした●占つ8E置ぺ人・

． 屯については． ．．”でS騎勺こ血は畳帆"»"●葛定した鼻書〇會l111ペ人彙

・歯援診以外の診療所は、
注13の届出をしないと、
初・再診料に相当点数での算定
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l 令和2年3月31日に経過措置が終了します l 
経過措置期間満了後に廃止となる材料

歯科用鋳造用ニッケルクロム合金冠用
歯科用鋳造用ニッケルクロム合金鉤・バー用
歯科用鋳造用ニッケルクロム合金床用

歯科用ニッケルクロム合金板 (JIS適合品）
歯科用ニッケルクロム合金線鉤用 (JIS適合品）

経過措置期間満了後は保険診療では使用できませんので、
ご注意ください
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主な点数増減項目
項目 1日点数 新点数 増減 項目 旧点数 新点数 増減

非金腐歯冠修復レジンインレー単純なもの 104 124 20 根管貼薬処置単根管 28 30 2 
非金属歯冠修復レジンインレー複雑なもの 156 176 20 根管貼薬処濫 2根管 34 38 4 
レジン前装金属ポンティック大臼歯加算 50 60 10 根管貼薬処匿 3根管以上 46 54 8 
有床義歯局部義歯 1 歯から 4 歯まで 584 588 4 根管充填 3根管以上 114 122 8 
有床義歯局部義歯 5 歯から 8 歯まで 718 724 6 加圧根管充填処置 3根管以上 200 208 8 
有床義歯局部義歯 9 歯から11歯まで 954 962 8 歯周基本治療スケーリング 3 分の 1 顎につき 1 回目 68 72 4 
有床義歯局部義歯 12歯から14歯まで 1382 1391 9 歯周基本治療スケーリング 3 分の 1 顎につき 2 回目以降 34 36 2 
有床義歯総義歯 2162 2172 10 歯冠修復物又は補綴物の除去困難 36 42 6 
鋳双子鉤 246 251 5 歯冠修復物又は補綴物の除去著しく困難なもの 60 70 10 
鋳造鉤二腕鉤 228 231 3 機械的歯面清掃処置 68 70 2 
線鉤双子鉤 212 220 8 抜歯手術埋伏歯 1050 1054 4 
パー鋳造パー 450 454 4 支台築造印象 32 34 2 
パー屈曲パー 260 264 4 う蝕歯即時充填形成 126 128 2 
補綴隙 60 65 5 充填 1 単純なもの 104 106 2 
有床義歯修理 240 252 12 熱可塑性樹脂有床義歯局部義歯 1 歯から 4歯まで 652 642 -10 
歯髄保護処置間接歯髄保護処置 30 34 4 熱可塑性樹脂有床義歯局部義歯 5 歯から 8 歯まで 878 866 -12 
抜髄単根管 228 230 2 熱可塑性樹脂有床義歯局部義歯 9 歯から11歯まで 1094 1080 -14 
抜髄 2根管 418 422 4 熱可塑性樹脂有床義歯局部義歯 12歯から14歯まで 1712 1696 -16 
抜髄 3根管以上 588 596 8 熱可塑性樹脂有床義歯総義歯 2722 2704 -18 
感染根管処匿単根管 150 156 6 
感染根管処匿 2根管 300 306 6 
感染根管処置 3根管 438 446 8 




